
～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%
100

Ｃ

Ｄ

情報公開・個人情報保護制度の理解度
点

100

85

1 1 1

85 85
85 85

研修を受けた職員の理解度測定の平均点数 85 78 75

100
100 100

開示等請求に対して法定期限内に開示等を決定したものの割合 100 100

職員に対して制度研修を実施した回数

適正な情報公開・個人情報開示率

1 1
1

100

1

60
60 60

情報公開・個人情報開示等をした件数（申出、簡易開示を含む） 62 59 78
活

動

指

標

①
情報公開・個人情報開示等件数

件
50 60

②
情報公開・個人情報保護制度研修の実施回数

回
1

③

73,04373,014 73,217
対
象
指
標

①
全市民

人
74,484 74,771

②

0

△ 234

受益者負担率（⑩÷⑤）

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

73,756 74,372
住民基本台帳人口

目標(見込)値

吉川市単独

1,5781,666 1,353 △ 314

3,589 1,936

3,589 1,936

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

1,812 2,033 1,578

73,514

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

1,847

県  補  助  率

1,666 1,353 △ 314 3,231

0

1,666 1,578

当初(千円)

1,702

国  補  助  率

0.43人 0.21人

145 145 367 225

区分

201104 情報公開及び個人情報保護事業

計画(千円)

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

1,847 1,812 2,033 1,578

まちづくり目標

決算(千円)

・情報公開・個人情報保護制度について、市民に対し適切な
説明を行う。
・市民に情報公開・個人情報保護制度を利用してもらう。
・市が条例等に基づき個人情報の管理を適切に行う。

0

80

0

△ 234

個別計画の位置付け

1,666

0.22人 0.22人 0.22人 0.18人 △ 0.04人

0

主な業務プロセス

358

1,702

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

全市民

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

・市民が情報公開請求を利用し、市の情報に適切にアクセス
できるようになる。
・市民が保有個人情報開示請求を利用し、市が保有する当
該市民の個人情報に適切にアクセスできるようになる。
・市民のプライバシーが保護される。

対象年齢

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

増減額(千円)

と
の
関
係

基
本
計
画

第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

執 行 方 法 直営

20110505 公文書公開請求

358

3,231

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

決算(千円)

類 似 事 業

総務部 庶務課 文書担当

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

平成12年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 21歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

全庁共通事務支援事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 一般管理費

第２節 情報公開の推進

(1)情報公開・個人情報保護の適正な運用

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 2011 04

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市情報公開条例、吉川市個人情報保護条例基

本

事

項

事務事業名 情情報報公公開開及及びび個個人人情情報報保保護護事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 互井　満

事 業 期 間

関連付け  有 　無 事 業 区 分 自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無

・市民のプライバシーが保護される。

 有 　無

・市民のプライバシーが保護される。

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 一般管理費

１　情報公開・個人情報開示請求件数

（１）情報公開　58件

（２）個人情報開示　20件

２　情報公開・個人情報保護制度研修

（１）開催回数　1回

（２）参加者数　39人

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★★★★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

100.00%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

20,226.23 円

 あり　  なし

これまでの
改革・改善内容

職員に対して、情報公開・個人情報保護制度について、研修を実施している。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

職員の制度に対する理解度が低いと適正な運用が確保できない。 情報公開については、以前と比べ請求件数が増加している。

情報公開・個人情報保護制度を適正に運用するため、引き続き職員に対する研修を実施していく。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

①

改

革

改

善

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/件

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

情報公開・個人情報開示等件数
72.74%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

市の保有する情報を市が公開することは当然であるため、役割分担は妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

令和2年度

変動率

費用のほとんどが情報公開・個人情報保護審査会の開催にかかる経費であり、必要
最小限しか開催しないため、コストの改善は見込めない。公文書の公開請求及び保
有個人情報の開示請求の手数料を徴する自治体は、少数である。

広報紙等で周知することにより、情報公開・個人情報保護制度について理解が深ま
り、成果向上が見込める。市政への参画も見込めるようになる。

達成された

29,789.26 円 30,707.71 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

種別

単位当たり
コスト

変動率 減少している

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

若干増加している

103.08%
令和2年度

★★★★★ ★★★★★
適正な情報公開・個人情報開示率

情報公開・個人情報開示等件数

上位施策へ
の貢献度

65.87%
減少している

達成された
100.00%,

★★★★★

100.00%,
成果
指標

124.00%, 98.33%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
市の保有する情報を公開することは市の責務であるため、対象・手段、意図ともに妥当である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

130.00%,
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

説   明

二次評価日 令和4年6月20日

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

互井　満

 改善のうえで継続

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

関連付け  有 　無 事 業 区 分

文書広報費

第１節 広聴・広報の充実

(2)広報の充実

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 1012 01

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等基

本

事

項

事務事業名 広広報報よよししかかわわ等等発発行行事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 鈴木　康雄

事 業 期 間

決算(千円)

類 似 事 業

政策室  広聴広報担当

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

昭和30年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 66歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

広報事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連

と
の
関
係

基
本
計
画

第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

執 行 方 法 一部委託 印刷製本

10120101 市広報紙の作成

7,386

20,513

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

全市民

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

市の施策、事業、サービス、施設、その他市内の出来事や市
に関する情報が得られるようになる。

対象年齢

市ホームページ管理運営事業

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連 戦略的CP活動

増減額(千円)

まちづくり目標

決算(千円)

担当課からの原稿や取材を通して得た情報を編集した情報
誌（冊子）を発行し、公共施設へ設置するとともに自治会を通
じて全世帯へ配布する。
また、電子版を市ホームページやスマートフォンアプリで配信
を行う。

0

272

0

△ 263

個別計画の位置付け 行財政改革大綱

19,995

2.85人 2.64人 2.64人 2.59人 △ 0.05人

0

主な業務プロセス

7,386

22,045

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

30,025 27,169 27,446 26,906

2.73人 2.73人

7,980 7,174 7,451 7,445

区分

101201 広報よしかわ等発行事業

計画(千円)

県  補  助  率

19,995 19,461 △ 534 20,513

0

19,995 20,513

当初(千円)

22,045

国  補  助  率

73,514

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

28,420

吉川市単独

20,51319,995 19,461 △ 534

27,899 27,899

27,899 27,899

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

25,352 25,988 25,551

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

31,416 31,252
31,337 31,559

73,756 74,372
翌年度4月1日現在の総人口

31,403

目標(見込)値

73,04373,014 73,217

1,605 1,817 1,458 1,355

対
象
指
標

①
全市民

人
74,484 74,771

②
全世帯

世帯
31,141

全世帯数 30,668 31,147

△ 462

199

受益者負担率（⑩÷⑤）

12
12 12

広報よしかわを年間に発行した回数 12 12 12
活

動

指

標

①
発行回数

回
12 12

②
発行部数

部
372,000

③

372,000 372,000
360,000

90.0

360,000
372,000 372,000 372,000

90.0
90.0 90.0

市民意識調査（(満足+どちらかといえば満足)÷全回答者） 86.9 88.9

広報よしかわを年間に発行した部数

広報よしかわ掲載内容や情報量への市民満足度 90.0

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%
90.0

自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 文書広報費

鈴木　康雄

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

二次評価日 令和4年6月22日

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

引き続き多くの方に手に取ってもらえるよう紙面の内容の充実を図る。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

100.00%, 100.00%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
全市民、全世帯への情報発信が必要であり、インターネットを通じた情報提供手段が普及している現代においても紙
による情報提供も必要な方が多いため広報紙の発行は妥当である。市の施策や事業、市民サービスおよび市民活
動などの情報を掲載することで、市民は様々な市政情報を得ることができるため当事業は必要である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%,
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

令和2年度

① 発行回数

上位施策へ
の貢献度

99.03%
若干減少している

達成された
96.56%,

★★★★★

98.78%,
成果
指標

種別

単位当たり
コスト

変動率 ほぼ変動していない

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

若干減少している

90.49%
令和2年度

★★★★ ★★★★
広報よしかわ掲載内容や情報量への市民
満足度

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成27年よりスマートフォンで読むことができるよう「マチイロ」による配信を開始した。平成28年7月号から、より多くの情報を市民に伝えるため4
ページ増加させ、平成29年度より年数回の一部カラーページを導入。さらに平成30年度からは特集記事を掲載し、それに合わせた表紙にするよ
うにした。令和元年度からは5段組のレイアウトを採用し、より自由度の高い魅力的な紙面づくりが可能となった。令和2年度には新コーナーを設
け、より手に取ってもらえるよう情報提供に努めた。令和3年度、「くらしの情報」を目の動線を考慮し原則縦書きにした。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

地域コミュニティの希薄化により、広報等の配布が行き届かないケース
が増える可能性がある。

コロナ禍などの状況においても全市民に情報が行き届くよう、業者によ
るポスティングでの配布方法も検討の余地がある｡

自治会の協力を得て配布すると共に、市内公共施設や駅に紙媒体の設置、市公式ホームページやスマートフォンアプリ「マチイロ」には電子
データを掲載しており、さまざまな入手手段を提供している。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

変動率

広告枠を効果的に配置するなどし申し込み者を増加させ収入を増加させる余地はあ
るが、発行部数の増加や近年の紙の高騰などからコスト改善は難しい。また、市政情
報を広く市民全体に伝えるものであり受益者負担に馴染まない。

掲載内容の充実および改善によって成果向上の余地はある。広報紙は市民への情
報公開・提供を行うもので、上位施策に貢献している。

概ね達成された

80.71 円 73.03 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/部

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

発行部数
96.74%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

広報紙は主に行政情報を市民に提供するために発行するもので、市が実施すべきであるとともに、市でなければで
きない事業であるため、役割分担は妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

１　広報よしかわ
・発行状況

発行回数：年12回（毎月1日発行）
発行部数：年372,000部（月31,000部）
規格：A4版、1色刷り、24ページ(10月、4月号は28ページ) ※年16ページカラー

２　「マチイロ」登録者数
　令和元年3月31日現在　  1,204人
　令和2年3月31日現在　  1,664人（460人増）
　令和3年3月31日現在　  1,867人（203人増）
　令和4年3月31日現在　  1,982人（115人増）

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★★★★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

100.00%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

72.33 円

 あり　  なし

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

関連付け  有 　無 事 業 区 分

文書広報費

第１節 広聴・広報の充実

(2)広報の充実

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

市政情報やその他市民に関する情報がマスメディアを通じて
得られるとともに、市内外に報道されることによって、市の知
名度やイメージが向上する。

対象年齢

広報よしかわ発行事業

決算(千円)

目

的

区　 　分

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連 戦略的CP活動

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 1012 03

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等基

本

事

項

事務事業名 パパブブリリシシテティィ事事務務
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 鈴木　康雄

事 業 期 間

と
の
関
係

基
本
計
画

第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

直接の対象：マスメディア
最終的な対象：全市民

決算(千円)

類 似 事 業

政策室  広聴広報担当

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

特定不可 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

広報事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

執 行 方 法 直営

10120301 パブリシティ事業

953

2,705

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

令和1年度 令和2年度 令和3年度

増減額(千円)

まちづくり目標

決算(千円)

市に関する情報を記者発表などの方法により、記者クラブに
所属している報道機関等に提供する。

0

△ 13

0

116

個別計画の位置付け

2,575

0.56人 0.34人 0.34人 0.36人 0.02人

0

主な業務プロセス

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

前年度事務事業

6,203 3,466 3,454 3,583

区分

4,332

953

4,332

101203 パブリシティ事務

計画(千円)

県  補  助  率

2,575 2,705 130 2,705

0

2,575

当初(千円)

国  補  助  率

予算(千円)

0.36人 0.36人

1,871 891 879 878

2,705

73,514

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

6,203

吉川市単独

2,7052,575 2,705 130

3,658 3,658

3,658 3,658

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

3,466 3,454 3,583

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

73,756 74,372
翌年度4月1日現在の総人口

目標(見込)値

73,04373,014 73,217
対
象
指
標

①
全市民

人
74,484 74,771

②

0

116

受益者負担率（⑩÷⑤）

4
4 4

年間に市長記者会見を開催した回数 4 4 4
活

動

指

標

①
記者会見開催数

回
4 4

②
マスメディアへの情報提供回数

件
140

③

140 140
140

35

140
131 144 96

84
84 84

新聞掲載およびテレビに放送された件数 53 67

マスメディアへ情報提供した件数（記者会見含む）

マスメディアを通じて市民へ情報提供された件数 84

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

件
84

自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 文書広報費

１　市長記者会見実施日

5月28日、8月27日、11月26日、2月16日

２　マスメディアへの月別情報提供件数

1月 2月 3月 合計

6 10 11 7 4 8 4 8 9 6 12 11 96

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

鈴木　康雄

 改善のうえで継続

説   明

二次評価日 令和4年6月22日

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

広聴広報担当が市全体の動きなどを日頃から意識し積極的な情報発信に努める。また､各部署が情報発信を多く行うことで他部署が触発される
など相乗効果が期待されるため､引き続きプレスリリースの共同作成を進める｡

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針 　手段を改善（実施主体・手段の改善）

93.57%, 102.86%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
市の施策等が新聞社等から報道されることは、情報提供内容の客観性が高まり、広く周知されることになるため、手
段は妥当である。市民がマスメディアを通じて情報取得できることは、市の情報を取得する手段が拡大されることにな
り、また市のイメージアップは市に愛着・誇りを持つこと等につながると考えられ、意図は妥当である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

68.57%,
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

令和2年度

② マスメディアへの情報提供回数

上位施策へ
の貢献度

155.04%
増加している

概ね達成された

63.10%,

★★★★

79.76%,
成果
指標

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成度が低い

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★

減少している
50.84%

令和2年度

★★★ ★★★
マスメディアを通じて市民へ情報提供され
た件数

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

記者クラブへの情報提供と同時に全庁職員にも周知することで職員間の情報共有や意識啓発を行った。記事提供に不慣れな部署には広聴広
報担当がサポートしながら作成し情報発信を行った。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新聞の購読率が年々減少しており、紙面で市の情報を目にする機会が
減少している。

新聞に掲載された旨を、ホームページやツイッターなどでお知らせする
ことで情報を拡散できる。

定例記者会見やプレスリリースの他、ツイッター、デジタルサイネージ、Youtubeにより多様な情報発信に努めた。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

変動率

取材や報道機関への対応にともなう人件費であるため、コスト改善の余地はない。ま
た、市政情報を広く市民全体に伝えるものであり受益者負担に馴染まない。

行政情報以外の民間企業や市民に関する情報の取材、収集に努めることにより、情
報提供数の増加を見込むことができる。また、より積極的にマスメディアへ情報提供
を行うことにより、成果向上の余地はある。市の施策や事業を、マスメディアを通じて
市民をはじめ広く社会に知らしめることができ、上位施策に貢献している。

達成度がやや低い

47,347.81 円 24,070.56 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/件

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成度がやや低い

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

マスメディアへの情報提供回数
111.99%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

市の施策や事業、市内の話題や市民に関する情報など、市が有する情報を提供することから、市が行うべき事業で
あるため、役割分担は妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

効

率

性

★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

41.67%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成度がやや低い

成果向上の
余地

 あり　 　なし

37,319.35 円

 あり　  なし

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

件
0 0

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

240 243 242

0
0 0

管理不足による庁舎内での事故発生件数 0 0

市役所開庁日における職員による目視点検実施日

庁舎内における事故発生件数

243 242
243

0

243

365
365 365

庁舎管理にかかる業務委託の履行日 366 365 365
活

動

指

標

①
守衛業務の実施日

日
366 365

②
日常目視点検の実施日

日
240

③

7,4887,488 7,488
対
象
指
標

①
管理対象面積（庁舎棟）

㎡
7,488 7,488

②
管理対象面積（付属棟、駐車場、駐輪場等）

㎡
15,191

付属棟、駐車場、駐輪場等 15,191 15,191

0

△ 1,815

受益者負担率（⑩÷⑤）

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

15,191 15,191
15,191 15,191

7,488 7,488
庁舎棟

15,191

目標(見込)値

吉川市単独

10,59515,602 10,595 △ 5,008

103,195 105,295

105,329 105,329

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

92,569 95,277 90,754

13,208

1 1 1 1

7,488

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

87,773

県  補  助  率

15,602 10,595 △ 5,008 10,595

0

15,602 10,595

当初(千円)

13,846

国  補  助  率

1.41人 1.41人

73,962 79,519 92,917 92,283

区分

202201 庁舎管理事業

計画(千円)

34

87,807 95,122 108,519 102,878

1 1 1

12,0902,519

まちづくり目標

決算(千円)

・庁舎の日常点検や、電気、空調設備等の点検及び保守委
託を行う。
・日常・定期点検、窓ガラス清掃及び保険への加入を行う。
・守衛業務による休日、夜間警備を行う。

9,571 2,100

12,764

0

7,756

個別計画の位置付け

15,602

1.79人 2.06人 2.06人 1.41人 △ 0.65人

0

主な業務プロセス

94,734

13,846

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

34

・来庁者及び市民
・庁舎、施設及び設備

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

- -

来庁者及び職員が安全かつ快適に庁舎を利用できるように
する。

対象年齢

公有財産管理事業

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

増減額(千円)

34 34 34

と
の
関
係

基
本
計
画

第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

1

1

1

執 行 方 法 一部委託 清掃、警備等の委託

20220101 庁舎修繕

94,734

10,595

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

事 業 期 間

34

決算(千円)

類 似 事 業

総務部 財政課 管財担当

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

平成30年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 3歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

庁舎管理事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 財産管理費

第６節 公有財産の適正管理

(1)公有財産の適正管理

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 2022 01

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市役所庁内管理規則基

本

事

項

事務事業名 庁庁舎舎管管理理事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 島田　勝三

関連付け  有 　無 事 業 区 分 自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 財産管理費

1 庁舎における主な業務委託 ２　その他の取組

市民に庁舎会議室の貸し出しを実施

利用件数：45件

守衛を対象に避難訓練を実施

守衛・清掃・建築物環境衛生管理業務含む

空冷モジュールチラー・FCU空気調和器・保守含む

シャッター点検業務委託

エレベーター保守点検業務委託

R2.4～R4.3

R3.5～R4.3

H31.4～R4.3

R3.4～R4.3

H31.4～R4.3

R3.4～R4.3

R3.6～R4.3

R3.6～R4.3

H31.4～R4.3

R3.6～R4.3

R3.6～R4.3

H31.4～R4.3

空調設備保守点検業務委託

空調用自動制御設備保守点検業務委託

電話交換及び庁内案内業務委託

自家用電気工作物保安管理業務委託

自動ドア点検業務委託

雨水ろ過装置保守点検業務委託

直流電源設備保守点検業務委託

機械警備業務委託

消防設備保守点検業務委託

庁舎管理業務委託

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

達成された

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

425,115.55 円

 あり　  なし

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/日

 あり　  なし

（増加目標指標）

（ゼロ値目標指標）

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

日常目視点検の実施日
93.30%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

役割分担については、市が所有及び使用している庁舎の施設及び設備のため、市が管理する必要がある。

事

業

評

価

 あり　  なし

変動率

コスト改善の余地については、空調機や照明など、使用していない部屋の電源オフを
徹底すること等でコスト改善の余地はある。
受益者負担の適正化余地については、来庁者へ求めるものではなく、行政財産目的
外使用料として、市が定めた金額を徴収している。

成果向上の余地については、来庁者の利便性や安全確保等に取り組んだ結果、庁
舎の不具合による事故発生件数は0件であり、引き続き現在の水準を維持する。
上位施策への貢献度については、公有財産の適正な管理につながるものであり有効
である。

365,863.83 円 391,447.79 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

自家用電気工作物の保安管理、機械警備等の委託業務を庁舎以外の公共施設と合わせて一括契約するなど、経費の削減を図っている。
令和４年度より、脱炭素化の取り組みとして、庁舎で使用する電力を再生可能エネルギーでの電力供給契約とした。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

今後、経年劣化等で修繕の機会が増えていく。 適正に維持管理することで、事故のない安心して業務に携わることがで
きる。

令和４年度より、これまでの枠組みの守衛・清掃・建築物環境衛生管理業務と、電話交換・案内業務を一括発注とした。その他の空調やエレ
ベーターの保守については、専門性が高く、効率化及び費用的効果がないため、これまでと同様の発注とした。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

令和2年度

② 日常目視点検の実施日

上位施策へ
の貢献度

108.60%
若干減少している

達成された
達成された

★★★★★

達成された
成果
指標

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干増加している

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

若干増加している

106.99%
令和2年度

庁舎内における事故発生件数

100.00%, 100.00%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
対象・手段については、民間委託が効果的な機械、電気、空調設備等の点検や清掃、守衛業務等を委託により行っ
ている。また、庁舎の日常点検については、職員が行っている。
意図については、庁舎の管理担当課として、来庁者や職員が安全かつ快適に利用できる環境を整えることが必要で
ある。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%,
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

二
次
評
価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

来庁者及び市民が安全で快適に庁舎を利用できるよう、日常点検等を継続する。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針 他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

 改善のうえで継続

効率化　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

二次評価日

1

令和4年6月22日

島田　勝三

 改善のうえで継続

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

Copyright ©2021 Yoshikawa City office. All Rights Reserved

― 52 ― ― 53 ―



― 55 ―― 54 ―



― 57 ―― 56 ―



― 59 ―― 58 ―



― 61 ―― 60 ―



― 63 ―― 62 ―



― 65 ―― 64 ―



～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

関連付け  有 　無 事 業 区 分

職員管理費

第４節 計画的・総合的な行政の推進

(5)人事管理の充実

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 1014 10

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 地方公務員法基

本

事

項

事務事業名 職職員員採採用用事事務務
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 岡﨑　久詩

事 業 期 間

決算(千円)

類 似 事 業

政策室  職員担当

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

平成20年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 13歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

人事管理事務事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連

と
の
関
係

基
本
計
画

第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

執 行 方 法 一部委託 採用試験問題の作成及び採点業務

10141001 職員採用

695

5,786

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

吉川市職員を志望する者

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

18 59 18歳以上60歳未満（受験対象年齢）

吉川市職員採用試験に合格し、市が求める職員像の「市民
の幸福感の向上をめざし、共にまちを想い、共にまちを創る
職員」となって、吉川市行政の一躍を担ってもらう。

対象年齢

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

増減額(千円)

まちづくり目標

決算(千円)

大学等への職員訪問や合同説明会への参加、ホームページ
等を通じて職員採用試験をＰＲし、多くの受験希望者を募り、
職員採用試験を実施する。

0

222

0

479

個別計画の位置付け 行財政改革大綱

5,529

0.44人 0.73人 0.73人 0.77人 0.04人

0

主な業務プロセス

695

3,403

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

4,256 6,106 6,357 6,585

0.77人 0.77人

853 577 828 799

区分

101410 職員採用事務

計画(千円)

県  補  助  率

5,529 5,786 257 5,786

0

5,529 5,786

当初(千円)

3,403

国  補  助  率

300

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

4,256

吉川市単独

5,7865,529 5,786 257

6,481 6,481

6,481 6,481

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

6,106 6,357 6,585

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

300 300
職員採用試験に応募した人数

目標(見込)値

304504 293
対
象
指
標

①
職員採用試験応募者数

人
350 300

②

0

479

受益者負担率（⑩÷⑤）

7
7 7

職員採用ホームページの内容を更新した回数 10 10 9
活

動

指

標

①
職員採用ホームページ更新回数

回
7 7

②
職員訪問、採用説明会の開催・参加回数

回
9

300 300
職員採用試験を受験した人数 428 291 303

③

9 9
9

27

9
9 2 9

15
15 15

職員を採用した人数 15 16

職員採用試験受験者数
人

300 300 300

大学等への職員訪問回数や採用説明会の開催・参加回数

職員採用者数 15

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
15

自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 職員管理費

受験者数・採用者数の推移

試験実施年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

受験者数

採用者数

579人

28人

444人

15人

413人

14人

428人

15人 16人

291人 303人

27人

中村　喜光

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

二次評価日 令和4年6月22日

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

定員適正化計画及び人材育成基本方針を踏まえながら、引き続き多様な人材の確保・育成を図っていく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

142.67%, 97.00%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
【対象・手段】ホームページ等を通じて職員採用試験をＰＲして、多くの受験希望者を募り、公平公正な選考により職
員を採用することは妥当である。
【意図】多くの受験者の中から選考することができ、必要とする人員の確保ができている。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

101.00%,
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

令和2年度

③ 職員採用試験受験者数

上位施策へ
の貢献度

63.91%
減少している

達成された
100.00%,

★★★★★

106.67%,
成果
指標

種別

単位当たり
コスト

変動率 減少している

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

増加している
134.51%

令和2年度

★★★★★ ★★★★★
職員採用者数

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

多様な人材の確保を目的として、通常の採用試験の他、平成27年度から「民間企業等経験者枠」、平成28年度から同試験に「スポーツ枠」を加
えるとともに、令和3年度から「情報処理枠」、「福祉枠」を新たに設け、採用試験を実施している。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

人口減少・少子高齢化による受験対象人口の減少から、公務員志望者
を巡り団体間競争が生じることが想定されるため、優秀な人材から選ば
れる自治体として吉川市や職場の魅力をＰＲしていく必要がある。

今後、ＡＩ技術導入やリモートなど自治体ＤＸの推進により、少ない職員
で効果的・効率的な業務遂行を目指す。採用においては、試験申込の
電子申請や、オンラインによる相談会及び面接などが考えられる。

多様な人材の確保：通常の採用試験のほか、様々な採用枠での試験を実施している。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

変動率

【コスト改善の余地】優秀な人材を確保するためには、受験志望者への説明会や面接
試験等において時間をかける必要があり、コストを改善することは難しい。
【受益者負担の適正化余地】市の職員を確保するために実施するので、受益者負担
の余地はない。

【成果向上の余地】合格者同士や職員とのコミュニケーションの場面を創出すること
で、受験生との繋がりを強化し、採用辞退者を少なくすることができる。
【上位施策への貢献度】行政ニーズの動向等に対応するために優秀な人材を確保す
ることは、施策の推進に貢献するものである。

達成された

283,741.60 円 381,651.75 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

成果指標を単位として換算 単位 ： 円/人

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

職員採用者数
87.06%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

市が求める人材を確保するため、市が採用活動を実施するのは妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★★★★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

180.00%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

243,896.74 円

 あり　  なし

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

件
0

Ｃ

Ｄ

埼玉県電子申請共同システム申請人数
人

0

-

3 5 5

5,500 6,000
6,500 7,000

当該年度の各課（申請）の申請総人数 703 5,686 9,199

0
0 0

行政情報システムの停止を伴う障害件数 0 0

庁内掲示板等における周知、システム操作方法の研修回数等

システム障害件数

5 6
6

0

6

4
4 4

運用会議 4 4 4
活

動

指

標

①
システム保守業者との協議

回
4 4

②
電子申請システム周知・研修等件数

件
-

③

73,04373,014 73,217

2,042 3,688 3,713 3,748

対
象
指
標

①
全市民

人
74,484 74,771

②

60

988

受益者負担率（⑩÷⑤）

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

73,756 74,372
全市民

目標(見込)値

吉川市単独

13,37511,285 13,375 2,090

76,304 94,980

79,966 98,642

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

62,485 65,680 63,473

73,514

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

62,409

県  補  助  率

11,285 13,375 2,090 13,375

20,354 20,085 20,083 0 20,310 20,310

11,285 13,375

当初(千円)

7,967

国  補  助  率

1.78人 1.78人

76,838 118,009 78,193 77,427

区分

201203 行政情報システム事業

計画(千円)

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

64,451 109,212 69,393 70,719

1 1

3,498

20,083

43,039

まちづくり目標

決算(千円)

行政の情報（財務会計、人事給与、ホームページなど）を管
理し、業務を行うために必要なシステムを導入し、保守を行
う。

△ 39,541

△ 40,582

0

△ 38,493

個別計画の位置付け

11,285

1.03人 1.49人 1.49人 1.78人 0.29人

0

主な業務プロセス

105,577

7,967

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

（直接の対象）全職員
（最終的な対象）全市民

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

行政情報に係るシステムを適切に運用し、市民サービスの向
上と業務効率の向上を図る。

対象年齢

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

増減額(千円)

と
の
関
係

基
本
計
画

第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

3,6623,662

執 行 方 法 一部委託 保守業務委託

20120301 行政情報システム事務事業

86,901

13,375

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

決算(千円)

類 似 事 業

総務部 庶務課 情報管理担当

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

平成16年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 17歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

情報化推進事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 情報管理費

第３節 情報化の推進

(1)情報機器の適正な管理運用

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 2012 03

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 実施計画基

本

事

項

事務事業名 行行政政情情報報シシスステテムム事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 互井　満

事 業 期 間

関連付け  有 　無 事 業 区 分 自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 情報管理費

埼玉県電子申請共同システムの利用状況

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

達成された

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

17,679,734.50 円

 あり　  なし

これまでの
改革・改善内容

埼玉県電子申請共同システムなどの新たなシステムの利用を開始してきた。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

電子申請システムを始め、デジタル技術は日々発展していることから、
利用に当たり、職員が基礎知識と操作方法を理解することが課題となっ
ている。

新型コロナウイルス感染症拡大防止により、行政手続きのオンライン化
など、デジタル化の推進が求められている。

引き続き、デジタル技術の導入にあたり、課題等を整理しながら、検討を進めていく。
また、デジタル化の推進として、国が進める情報システムの標準化・共有化の動向に注視している。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

①

改

革

改

善

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

 あり　  なし

（増加目標指標）

（ゼロ値目標指標）

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

システム保守業者との協議
81.28%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

行政情報に関するシステムのため、市が行うことは妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

令和2年度

変動率

システムの内容を見直すことで、コスト改善の余地の可能性はある。この事業は受益
者負担を求めていない。

行政情報系システムの運用方法を随時見直すことで、成果向上を図っていく。行政情
報系システムを適切に運用することで、市民サービスの向上と業務効率化に繋がるこ
とから、上位施策への貢献となる。

16,112,805.75 円 27,302,911.75 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

種別

単位当たり
コスト

変動率 減少している

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

増加している
169.45%

令和2年度

システム障害件数

システム保守業者との協議

上位施策へ
の貢献度

64.75%
減少している

達成された
達成された

★★★★★

達成された
成果
指標

100.00%, 100.00%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
行政情報系システムを適切に運用することで、市民サービスの向上と業務効率化に繋がることから、対象、手段、意
図、いずれも妥当である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%,
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

ＤＸ推進として、国が進める情報システムの標準化・共通化の施策と整合性を図りながら進めていく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

説   明

二次評価日

総務省が策定した自治体ＤＸ推進計画に掲げられている情報システムの標準化・共通化の施策と整合性を図りながら進めていく。

令和4年6月20日

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

互井　満

 改善のうえで継続

年度

令和３年度

令和２年度

令和元年度

平成３０年度

利用総件数

135件

73件

26件

7件

利用総人数

9,199人

5,686人

703人

103人

主な内容

各種イベント申込、各種アンケート、県営吉川公園利用申込、新型コロナウイルス関連申請 など

各種イベント申込、各種アンケート、県営吉川公園利用申込、児童手当現況届など

各種イベント申込、各種アンケート、児童手当現況届など

児童手当現況届など

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%
87

Ｃ

Ｄ

法律相談以外の相談者数
人

83

80

49 45 49

75 80
80 80

行政相談・人権相談・税務相談・困りごと相談を利用した市民等の延べ人数 70 61 75

84
84 84

法律相談を利用した市民等の延べ人数/最大相談可能人数 80 84

法律相談以外の相談を開設した回数
回

49 49 49

法律相談を開設した回数

法律相談利用率（稼働率）

44 49
49

84

49

26
26 26

広報掲載や相談案内の掲示、配布した回数 26 25 31
活

動

指

標

①
市民相談ＰＲ回数

回
26 26

②
法律相談実施回数

回
49

49 49
行政相談・人権相談・税務相談・困りごと相談を開設した回数 49 29 43

③

73,04373,014 73,217
対
象
指
標

①
全市民

人
74,484 74,771

②

0

△ 1,568

受益者負担率（⑩÷⑤）

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

73,756 74,372
市の住民基本台帳人口

目標(見込)値

吉川市単独

1,2772,954 1,277 △ 1,676

2,817 2,817

2,817 2,817

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

4,336 4,494 2,767

73,514

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

2,415

県  補  助  率

2,954 1,277 △ 1,676 1,277

0

2,954 1,277

当初(千円)

928

国  補  助  率

0.17人 0.17人

1,487 1,382 1,540 1,490

区分

201303 市民相談事業

計画(千円)

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

2,415 4,336 4,494 2,767

まちづくり目標

決算(千円)

法律相談・税務相談・困りごと相談・行政相談・人権相談を実
施する。

0

108

0

△ 1,568

個別計画の位置付け

2,954

0.12人 0.39人 0.39人 0.17人 △ 0.22人

0

主な業務プロセス

1,540

928

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

全市民

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

市民が抱える様々な悩みや心配事、苦情などの解決の糸口
が見つかる。

対象年齢

県民相談（埼玉県）

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連 戦略１ 「住みよさ」推し

増減額(千円)

と
の
関
係

基
本
計
画

第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

執 行 方 法 直営

20130301 法律相談

1,540

1,277

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

決算(千円)

類 似 事 業

総務部 庶務課 人権・相談担当

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

平成14年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 19歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

市民相談事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 市民相談費

第３節 平和で思いやりのある地域社会づくり

(4)市民相談の充実

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 2013 03

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 法律相談所開設事業実施要領等基

本

事

項

事務事業名 市市民民相相談談事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 互井　満

事 業 期 間

関連付け  有 　無 事 業 区 分 自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 市民相談費

各種相談の概要

生活上の問題で法律に関すること

（家庭、相続、離婚、借金、事故、事件など）

国、県、市への苦情や要望

（年金、医療保険、道路、農地、公害、福祉関係など）

いじめなどの人権問題、家庭の問題、近隣の問題、

悩みごとなど

税金全般に関するアドバイス

（相続税、贈与税、譲渡税、所得税、不動産取得税など）

相続や各種契約、許認可手続きに関するアドバイス

（贈与、遺産分割協議、身近な困りごとなど）

（※１）人権相談 … 法務局から費用弁償として、1回1人あたり1,500円支給。

4 税務相談 毎月第1月曜日 税理士 なし 12回 43件

5 困りごと相談 毎月第1木曜日 行政書士 なし 12回 18件

2 行政相談 毎月第2木曜日 行政相談員 3,000円/回 9回 0件

3 人権相談 毎月第3火曜日 人権擁護委員 なし（※） 10回 4件

開設日 内　 　容 相談員 報償費 開設数（R3） 相談件数

1 法律相談 毎週金曜日 弁護士 30,000円/回 49回 289件

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★★★★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

100.36%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

56,476.53 円

 あり　  なし

これまでの
改革・改善内容

より充実した相談が行えるよう、法律相談の予約時に相談内容の概要を把握し、事前に担当弁護士にＦＡＸで伝達している。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

各種市民相談事業は、個人情報にわたる内容を取り扱っていることか
ら相談者が安心して相談できるよう屋内かつ対面式で実施しているが、
感染症対策のため、中止にせざるを得ない場合がある。

３密回避、マスク・換気の徹底、消毒剤の用意などの感染拡大防止対
策を講じて、安心して相談できる環境を整備するとともに、中止となった
場合の代替相談先の案内を速やかに実施できる体制を構築する。

県及び弁護士会・司法書士会・税理士会・行政書士会などの法・税務関連団体が実施している各種相談事業の情報収集に努め、市民ニーズが
充足されるよう定期的な確認を行う。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

令和2年度

改

革

改

善

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

法律相談実施回数
71.11%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

居住又は勤務地である市内において無料で相談できる機会を設けることは市民が安心して生活できるためには必要
であり、引き続き市が実施することは妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

相談の種類

変動率

直接事業費の大部分が法律相談の謝礼であるが、埼玉県弁護士会との協議により
県内各市町と同額で依頼しているため、改善（減額）は難しい。
市民自らの困りごと解決を支援するため、各種相談を無料で実施しているものであ
り、受益者負担の考えはない。

積極的に市民に相談制度を周知することにより、多くの市民の相談に応じることにな
り、成果向上の余地がある。第5次総合振興計画の第１章、第3節「平和で思いやりの
ある地域社会づくり」の内の「市民相談の充実」と位置付けられていることから、上位
施策への貢献度は高い。

達成された

49,279.59 円 96,351.78 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

種別

単位当たり
コスト

変動率 減少している

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

増加している
195.52%

令和2年度

★★★★ ★★★★★
法律相談利用率（稼働率）

① 市民相談ＰＲ回数

上位施策へ
の貢献度

58.61%
減少している

達成された
91.71%,

★★★★★

101.20%,
成果
指標

100.00%, 96.15%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
法テラス、県、弁護士会など、他機関でも実施しているが、悩みごとや相談を抱える市民が利用しやすいよう、市内で
専門的な相談を無料で受けられるようにすることは、市の責務である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

119.23%,
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

　翌年度以降、「困りごと相談」については、利用希望者の相談内容との乖離がみられたことから「行政書士相談」と事業名称を変更し、さらに、
利用希望者が増加していたことから待機時間が発生しないよう予約制とする。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

説   明

二次評価日 令和4年6月21日

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

宗像　浩

 改善のうえで継続

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%
80.00

Ｃ

Ｄ

80.00

10,395,900 7,177,700 7,335,800

300
300

自治会活動補助金実績報告で報告された事業数 311 169 190

80.00
80.00 80.00

自治会加入世帯/自治会区域世帯数 69.48 68.10

補助対象事業数
数

300 150
200

転入・転出者の情報提供件数
件

150 140 80

対象経費の1/2と会員世帯数×500円（限度額）を比べ小さい額

自治会加入率

10,702,000 10,902,000
10,866,000

66.52

10,920,899

40,962,000
41,399,000 41,981,353

総区域世帯数×1,100円＋全自治会数×70,000円 39,758,900 40,275,900 40,820,400
活

動

指

標

①
地域自治振興交付金の交付額

円
39,982,000 40,331,000

②
自治会活動補助金の交付額

円
10,655,000

60 60
転入・転居者の連絡先等の情報を自治会長に提供した件数 87 66 33

③

9595 95
対
象
指
標

①
全自治会数

数
95 95

②
3月1日現在の区域世帯数

世帯
30,099

前年度3月1日現在（基準日）の区域世帯数 30,099 30,569

0

1,269

受益者負担率（⑩÷⑤）

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

30,569 31,064
31,357 31,579

95 95
市内の自治会、町会、町内会の数

31,064

目標(見込)値

吉川市単独

13,22512,649 13,225 576

65,796 66,435

65,796 66,435

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

60,149 64,801 61,419

95

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

60,245

県  補  助  率

12,649 13,225 576 13,225

0

12,649 13,225

当初(千円)

9,823

国  補  助  率

1.76人 1.76人

50,421 47,501 52,152 48,194

区分

501101 自治会活動支援事業

計画(千円)

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

60,245 60,149 64,801 61,419

まちづくり目標

決算(千円)

・広報配布、地域のとりまとめ、環境衛生活動等の行政事務
等を各自治会で行ってもらうため交付金を交付する。
・自治会の活動に対して補助金を交付する。
・転入・転居者に関する情報提供を行う。
・自治連合会の運営等に関する支援を行う。

0

693

0

1,269

個別計画の位置付け

12,649

1.27人 1.67人 1.67人 1.76人 0.09人

0

主な業務プロセス

53,210

9,823

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

全自治会

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

- -

・円滑な自治会運営ができる。
・自治会加入者が増加する。
・地域コミュニティが形成できる。

対象年齢

認可地縁団体支援事業(市民参加推進課）

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連 戦略３ 市民との協働

増減額(千円)

と
の
関
係

基
本
計
画

第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

執 行 方 法 直営

50110101 自治会活動補助金交付事務

52,571

13,225

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

決算(千円)

類 似 事 業

市民生活部 市民参加推進課 市民参画係

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

特定不可 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

自治会活動支援事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追及する』 市民参加推進費

第１節 コミュニティ活動の推進

(1)自治会活動の支援

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 5011 01

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 地域自治振興交付金交付規則、自治会活動補助金交付要綱基

本

事

項

事務事業名 自自治治会会活活動動支支援援事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 宗像　浩

事 業 期 間

関連付け  有 　無 事 業 区 分 自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 市民参加推進費

１　市が依頼する広報をはじめとする配布物の配布、回覧、ポスター等の掲示、各種の依頼などを自治会を通じて行うことができた。

２　自治会活動が円滑に行われたことにより、環境美化や防犯活動などにつながり、住みよいまちづくりと地域自治の振興が図られた。

３　自治会説明会開催状況

４　地域課題を地域で解決するための勉強会

－

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

これまでの
改革・改善内容

平成17年度から平成19年度にかけて、段階的に算定額の見直し・縮減をしており、さらなる削減は難しく、現算定基準を維持していく。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

・当市の人口は増加しているものの、転入者の自治会加入は多くはな
いため、自治会加入率が減少傾向である。
・自治会役員の担い手が見つからない。

・自治会だけではなく、民生委員や商工会などの地域の関係団体が結
集して、地域の課題を地域で解決していく動きが全国に広がっている。

行財政改革大綱の個別改革項目「市民・地域の主体的な地域課題解決の促進」のなかで、地域課題を地域で解決するための勉強会を挙げて
いる。地域課題を地域で解決するための勉強会は、地域課題を市と地域・自治会で共有し、その解決に向けた方策等を検討していくものである
ため、今後も継続して実施していく。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

効率化

★★★★★
②

改

革

改

善

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/円

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標）

自治会活動補助金の交付額

上位施策へ
の貢献度

99.91%
若干増加している

概ね達成された

103.67%,

★★★★

評

価

年

度

の

主

な

取

組

市の役割としては妥当であり、自治会活動を支援することで地域の交流が図られ、地域コミュニティの形成を促進す
ることができる。

事

業

評

価

 あり　  なし

変動率

平成17年度から平成19年度にかけて、地域自治振興交付金と自治会活動補助金の
算定基準を減額して以降、見直しはしていないが、行政からの依頼事項等の自治会
負担は大きいものがあり、また、自治会活動が活性化されるための補助金であること
から、これ以上のコスト削減は見込めない。また、自治会に対する助成事業であり、
受益者負担の余地はない。

自治会活動が活性化することにより、地域の交流が図られ、自治会への加入が促進
される。
また、地域コミュニティが形成されることにより、住民自治の実現につながる。

達成度がやや低い

5.80 円 8.38 円

令和2年度

②

126.67%, 56.33%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成度がやや低い

成果向上の
余地

 あり　 　なし

8.37 円

 あり　  なし

①地域自治振興交付金実績報告、②自治会活動補助金実績報告、③自
治連合会名簿作成、④広報配布先の変更、⑤集会施設補修等事業補助
金、⑥市民活動補償制度、⑦認可地縁団体制度、⑧転入・転居者情報提
供サービス、⑨回覧板、⑩自治会運営の手引き配布

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

宗像　浩

 改善のうえで継続

成果
指標

種別

単位当たり
コスト

変動率 ほぼ変動していない

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★

増加している
144.61%

令和2年度

★★★★★ ★★★
補助対象事業数

達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

自治会活動補助金の交付額
106.48%

令和1年度

97.57%, 67.07%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
広報配布や地域美化、各地域の取りまとめ等の行政事務の協力に対する地域自治振興交付金、また、地域コミュニ
ティ形成に必要不可欠な自治会活動に対する補助金を交付することで、地域の活性化を図っている。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

67.29%,
★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成度がやや低い

事業名

自治会説明会

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

自治連合会からの発案である「地域課題を地域で解決するための勉強会」について、市も一緒になって引き続き取り組んでいく。特に、自治会の
枠を超えた組織の設立について、地域と共に推進していく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価 説   明

二次評価日 令和4年6月21日

開催日 内容 場所

新型コロナウイルス
感染症の影響によ

り中止。
資料を後日送付。

4回

主な内容、成果

外国人の意見・情報を集めることとし、アンケートを実施。

「要支援者の対応」の報告書作成、「吉川〇×クイズ」の実施、「中曽根小6自治会合同減災プロジェクトX」の開催。

「自治会の枠を超えた、新たな地域コミュニティ」について事例研究とモデル地区の選定。

多文化共生 2回

分科会 回数

地域減災 11回

自治会課題

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

関連付け  有 　無 事 業 区 分

市民参加推進費

第１節 コミュニティ活動の推進

(2)コミュニティ活動の支援

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 5011 04

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 市民まつり運営委員会補助金交付要綱基

本

事

項

事務事業名 市市民民ままつつりり事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 宗像　浩

事 業 期 間

決算(千円)

類 似 事 業

市民生活部 市民参加推進課 市民参画係

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

平成8年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 25歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

コミュニティづくり推進事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連

と
の
関
係

基
本
計
画

第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

執 行 方 法 市民等協働 市民まつり運営委員会

50110401 市民まつり運営委員会補助金交付事務

2,900

751

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

（直接対象）市民まつり運営委員会
（間接対象）全市民

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

・市民まつりを盛大かつ安全に開催できる。
・市民まつりを通じ市民相互の交流と親睦を深め、コミュニ
ティの形成を図ることができる。

対象年齢

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連 戦略３ 市民との協働

増減額(千円)

まちづくり目標

決算(千円)

・市民まつり運営委員会に補助金を交付する。
・市民まつりの企画・運営に協力する。

0

0

0

△ 688

個別計画の位置付け

1,439

0.89人 0.19人 0.19人 0.10人 △ 0.09人

0

主な業務プロセス

2,900

6,884

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

9,784 1,439 1,439 751

0.10人 0.10人

2,900 0 0 0

区分

501104 市民まつり事業

計画(千円)

県  補  助  率

1,439 751 △ 688 751

0

1,439 751

当初(千円)

6,884

国  補  助  率

73,514

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

9,784

吉川市単独

7511,439 751 △ 688

3,651 3,651

3,651 3,651

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

1,439 1,439 751

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

5 5
5 5

73,756 74,372
全市民の数

5

目標(見込)値

73,04373,014 73,217
対
象
指
標

①
全市民

人
74,484 74,771

②
運営委員会構成団体数

団体
5

運営委員会を構成するまつり（部門）の数 5 5

0

△ 688

受益者負担率（⑩÷⑤）

2,900,000
2,900,000 2,900,000

市民まつり運営委員会補助金の交付額 2,900,000 0 0
活

動

指

標

①
補助金交付額

円
2,900,000 2,900,000

②
運営委員会の会議数

回
4

3 3
企画会議を開催した回数 3 0 0

③

4 4
4

-

4
4 2 2

90.00
90.00 90.00

来場者アンケートで「おもしろかった」、「また来たい」と回答した割合 99.09 -

企画会議の会議数
回

3 3 3

運営委員会を開催した回数

来場者の満足度 90.00

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%
90.00

自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 市民参加推進費

市民まつり運営委員会開催状況

※令和3年度「市民まつり」については、新型コロナウイルス感染症の影響により、中止とした。

開催回数 開催日 内　 　容

第1回 令和3年5月28日 まつり実施の決定時期について→「市民まつり」開催の中止を決定した。

第2回 令和4年2月28日 来年度実施に向けた懸案事項

宗像　浩

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

二次評価日 令和4年6月21日

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

100.00%, 0%

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
・市民まつり運営委員会に補助金を支出し、円滑な運営を図る。
・市民自ら企画運営し、参加する団体や企業等が増えることによりコミュニティ活動、市民相互の親睦、地場産業の活
性化が図れる。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

0%
★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成度がかなり低い

令和2年度

① 補助金交付額

上位施策へ
の貢献度

52.21%
若干減少している

達成された
110.10%,

★★★★★

成果
指標

種別

単位当たり
コスト

変動率 減少している

評価指標　（指標性質）令和3年度

★

減少している
29.42%

令和2年度

★★★★★ 評価不可
来場者の満足度

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

まつり実施後に出展者、職員ボランティア・来場者によるアンケート調査を行い、次回の開催に向け改善・反映をしている。また、ふるさとづくりの
推進を目的とするまつりの趣旨を鑑み「協賛金」の募集を平成29年度から開始した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

テント等の会場設営費のコストが、年々、上昇しており、予算の確保が
難しくなってきている。

イベントの工夫により、より多くの集客・効果を生むことができるため、今
後も企画会議では、様々な視点でイベントを検討していく必要がある。

当事業の実施により、市民相互の交流と協調及び連帯感を高め、市民文化の向上に寄与するとともにふるさとづくりが推進されることから、「誰
一人取り残さない」という持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現に向けたSDGｓの理念にも合致するものである。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

変動率

・会場スペースや協賛金の状況等によりコストも変化するため、コスト改善の余地は
わずかにある。
・出展団体からは参加費・テント使用料を徴収し事業費に充てているが、会場設営費
の増加により、予備費の確保が難しくなっている。そのため、平成29年度から新たに
協賛金の募集について実施を図ったところである。

・来場者や出展者の満足度を高めるため、毎年改善を図っていることから、成果向上
の余地はある。

2,446,037.50 円 719,530.00 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

運営委員会の会議数
96.87%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・各まつり(5部門)から運営委員を選出し、また、各まつりの所管課がそれぞれ事務局となり、市民まつりの運営、イベ
ント等の企画に携わっている。主体は市民で構成される市民まつり運営委員会であるが、市は、協働の観点からも団
体と一緒になって開催をしているため役割分担は妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

評価不可
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成度がかなり低い

成果向上の
余地

 あり　 　なし

375,700.00 円

 あり　  なし

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

関連付け  有 　無 事 業 区 分

市民参加推進費

第１節 コミュニティ活動の推進

(2)コミュニティ活動の支援

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 5011 03

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 集会施設補修等事業、コミュニティ助成事業補助金交付要綱基

本

事

項

事務事業名 ココミミュュニニテティィ施施設設等等整整備備事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 宗像　浩

事 業 期 間

決算(千円)

類 似 事 業

市民生活部 市民参加推進課 市民参画係

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

特定不可 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

コミュニティづくり推進事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

と
の
関
係

基
本
計
画

第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

7,5007,500

執 行 方 法 補助・負担等 補助金交付

50110301 集会施設補修等補助金交付事務

8,867

977

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

全自治会

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

- -

・自治会の負担が軽減される
・地域コミュニティの活動拠点である集会施設を維持していく
ことにより、円滑な自治会運営と活発な自治会活動を行うこと
ができる。

対象年齢

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

増減額(千円)

まちづくり目標

決算(千円)

・自治会が所有する集会施設の補修等に係る経費の一部を
助成する。
・コミュニティ活動に必要な備品等の整備について助成する

0

1,905

0

1,821

個別計画の位置付け

1,060

0.16人 0.14人 0.14人 0.13人 △ 0.01人

0

主な業務プロセス

8,867

1,238

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

8,331 8,750 10,655 10,572

0.13人 0.13人

7,093 7,690 9,595 9,595

区分

501103 コミュニティ施設等整備事業

計画(千円)

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

県  補  助  率

1,060 977 △ 84 977

0

1,060 977

当初(千円)

1,238

国  補  助  率

95

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

5,831

吉川市単独

9771,060 977 △ 84

2,344 2,344

9,844 9,844

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

3,750 3,155 3,072

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

77 77
77 77

95 95
市内の自治会、町会、町内会の数

77

目標(見込)値

受益者負担率（⑩÷⑤）

コミュニティ助成金及びコミュニティ活動推進事業補助金を交付した団体数

対
象
指
標

①
全自治会数

数
95 95

②
集会施設数

件
77

自治会が所有している集会施設の数 77 77

3

Ｃ

Ｄ

1 2

9595 95

2,500 5,000 7,500 7,500 2,500

△ 679

6
10 10

集会施設補修等事業補助金を交付した団体の数 14 7 6
活

動

指

標

①
集会施設補修等事業補助金交付団体数

団体
10 8

②
コミュニティ助成金交付団体数+コミュニティ活動推進事業交付団体数

団体
3

8,867,000 8,867,000
集会施設補助金、コミュニティ助成金、コミュニティ活動助成金の交付総額 7,093,000 7,690,000 9,595,000

③

3
3

8

3

80.00 80.00
市内全自治会の自治会加入率 69.48 68.10 66.52

18
31 31

補助対象自治会で実施された自治会活動補助金対象事業の数 50 22

自治会加入率
%

助成対象自治会の事業実施数

80.00

50

3

80.00 80.00

補助金の総額
円

12,291,000 10,355,000 9,595,000

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

事業
50

自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 市民参加推進費

１　コミュニティ助成事業補助金

（一財）自治総合センターにおいて採択された事業に対して助成する。（助成額：10/10、限度額2,500,000円）

合計　2,095,000円

事業内容

宗像　浩

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

二次評価日 令和4年6月21日

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

140.00%, 87.50%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
集会所等は自治会所有であるため、自治会において維持管理すべきであるが、老朽化等による改修工事などは、費
用負担が大きいため、市が自治会に助成することは妥当である。
また、自治会の活動拠点である集会施設等が充実することにより、自治会の活性化が図れ、地域コミュニティが形成
される。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%,
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

44.00%,
成果
指標

達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

集会施設補修等事業補助金交付団体数
41.94%

概ね達成された

 あり　  なし

変動率

助成要望団体の増加や助成対象項目の拡大によりコストが増大するものの、補助率
等について適正に設定しており、改善の余地はない。
また、集会施設補修等補助事業は、自治会に対し、対象事業の1/2を助成する事業
であり、受益者負担は適正である。

現在、市内に存在する集会施設は77あり、老朽化も進んでいる。コミュニティ活動の
拠点である施設の補修に対して助成することは､自治会負担を軽減し更なる地域活動
の活性化につながる。
自治会活動が活性化することにより地域コミュニティが形成され、住民自治の実現が
図れる。

達成度が低い

595,042.86 円 1,250,051.43 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成度が低い

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

増加している
活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/団体

減少している

鍋小路自治会

下組自治会

自治会名

床下防湿工事、腐食框交換他

外壁塗装・貼り替え工事

① 集会施設補修等事業補助金交付団体数

上位施策へ
の貢献度

140.95%

達成された
100.00%,

★★★★★

上町町内会 神輿修繕 2,500,000円

拾壱軒自治会 冷蔵庫、会議用テーブル等 2,500,000円

210.08%
令和2年度

★★★★★ ★★
助成対象自治会の事業実施数

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標）

自治会名

掲示板補修

屋根修繕

事業内容

下内川自治会

塗装工事、合併浄化槽修繕

掲示板補修

事業内容

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

自治会が所有する集会施設の補修等に係る経費の一部を助成することは、自治会の負担軽減と自治会活動の活性
化に寄与できるため、役割分担として妥当である。

事

業

評

価

兵庫町会 カラオケ、会議用テーブル等 2,500,000円

２　集会施設補修等事業補助金（助成額：補助対象事業費×1/2、限度額1,000,000円）

自治会名

木売新田自治会

自治会名 事業内容 補助金額

きよみ野西自治会

上町町内会

改

革

改

善

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

44.44%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

1,761,970.00 円

 あり　  なし

これまでの
改革・改善内容

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

自治会によっては、老朽化が進み、補修を行いたい状況であるが、資
金不足により、補修ができていない自治会がある。

令和元年度に市内の自治会同士で集会施設の相互貸し借りを可能とし
たリストを作成したため、集会施設を所有していない自治会でも自治会
館を利用できる環境を整えている。

当事業の実施により、地縁による団体が集会施設を補修及び増築をすることで、会議やイベントなどの場所が整備され、市民相互の良好なコ
ミュニティが形成されることから、「誰一人取り残さない」という持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現に向けたSDGｓの理念にも合致する
ものである。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

令和2年度

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

関連付け  有 　無 事 業 区 分

市民参加推進費

第６節 市民参加のまちづくり

(1)市民参画の推進

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 5011 05

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 市民参画条例、市民シンクタンク事業実施規則基

本

事

項

事務事業名 市市民民参参画画推推進進事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 宗像　浩

事 業 期 間

決算(千円)

類 似 事 業

市民生活部 市民参加推進課 市民参画係

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

平成15年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 18歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

市民参加推進事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連

と
の
関
係

基
本
計
画

第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

執 行 方 法 直営

50110501 市民参画審議会運営事務

186

2,404

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

・市民参画審議会委員
・市民シンクタンク研究員（市内在住・在学・在勤）

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

・市民参画手続を積極的に実施する。
・市民が積極的に参画できる機会を増やす。
・市民が積極的に意見等を寄せる。
・専門的知見を有する市民からの政策提言を募り、市政に活かして
いく。

対象年齢

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連 戦略３ 市民との協働

増減額(千円)

まちづくり目標

決算(千円)

・市民参画審議会の開催
・市民の専門的知識や経験を市政に生かすための市民提言
の導入と運営
・市民参画手続の実施状況の把握
・市民参画手続の啓発
・新たな市民参画手続の研究

0

12

0

220

個別計画の位置付け 行財政改革大綱

2,196

0.22人 0.29人 0.29人 0.32人 0.03人

0

主な業務プロセス

186

1,702

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

1,887 2,323 2,382 2,544

0.32人 0.32人

185 127 186 139

区分

501105 市民参画推進事業

計画(千円)

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

県  補  助  率

2,196 2,404 208 2,404

0

2,196 2,404

当初(千円)

1,702

国  補  助  率

73,514

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

1,887

吉川市単独

2,4042,196 2,404 208

2,590 2,590

2,590 2,590

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

2,323 2,382 2,544

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

50 50
50 50

73,756 74,372
全市民の数

45

目標(見込)値

73,04373,014 73,217
対
象
指
標

①
全市民

人
74,484 74,771

②
市民シンクタンク研究員数

人
50

市民が研究員に登録した人数 47 47

0

220

受益者負担率（⑩÷⑤）

2
2 2

市民参画審議会の会議を開催した回数 2 2 2
活

動

指

標

①
市民参画審議会の会議数

回
2 2

②
職員意識啓発の回数

回
5

5 5
研究員懇談会、交流会、提言検討会議の開催回数 4 2 3

③

2 2
2

90

2
3 2 2

3 3
3 3

研究員から提出された政策提言の数 3 1 1

50
42 42

実施された市民参画手続の総回数 44 46

市民シンクタンク研究員懇談会、提言検討会議等の開催回数
回

6 5 5

職員意識啓発のための研修や庁内誌等の実施・発行回数

市民参画手続の実施回数

Ｃ

Ｄ

市民シンクタンク政策提言数
件

50

5

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

件
20

自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 市民参加推進費

１ 市民参画審議会の開催状況（委員10名）

２　市民シンクタンク研究員数と主な専門分野（令和3年度末）

３　市民シンクタンク懇談会、交流会等の実施状況

４　令和3年度提言（1件）の処理状況：採用1件

宗像　浩

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

二次評価日 令和4年6月21日

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

60.00%, 100.00%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
・市民シンクタンクは、専門的知見を有する市民に研究員となっていただき政策提言を行ってもらうものであり、市民
参画手法の1つとして妥当である。

・市民に行政施策や計画づくりの段階から、市民参画の機会の提供や市職員の市民参画に関する情報提供を行うこ
とで、積極的に市政へ参画いただき、協働によるまちづくりの実現を目指す。また市職員には、市の施策や計画づくり
において市民の声を積極的に取り入れるよう働きかけ、市民参画の意識を高める。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%,
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

種別

単位当たり
コスト

変動率 減少している

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

増加している
246.27%

令和2年度

★★★★★ ★★★★
市民参画手続の実施回数

② 職員意識啓発の回数

上位施策へ
の貢献度

72.99%
増加している

達成度がやや低い

220.00%,

★★★

92.00%,
成果
指標

変動率

予算措置は審議委員の報酬・費用弁償及び市民参画・市民活動支援に資する研修
会講師謝礼1回分のみとなっており改善の余地はない。また、事業の性質から受益者
負担の余地もない。

市民への情報提供の方法や、市民参画手続きの手法を研究し取り入れていくことで、
市民の市政参画機会が増加する余地はある。また、市職員に意識啓発や実施方法
等を分かりやすくすることで、積極的な市民参画手続きの実施が期待でき、市民と行
政によるまちづくりが推進できる。市民シンクタンクについて情報発信を行うことで、研
究員の増加とそれに伴う研究分野の拡大が見込める。また、政策提言活動の支援に
資する研修や交流会などを行うことで、研究活動の向上の余地がある。

概ね達成された

471,726.50 円 1,161,739.00 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

市民シンクタンク研究員懇談会、提言検討会
議等の開催回数

110.31%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・市民参画条例に基づき、市民と市の協働によるまちづくりを推進するため、市民の役割及び市の役割を定めてい
る。

事

業

評

価

 あり　  なし

発行回数

改

革

改

善

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★★★★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

180.00%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

847,897.33 円

 あり　  なし

これまでの
改革・改善内容

市民参画の手法として、市民が有する専門的知識及び経験を市政に生かす仕組み「市民シンクタンク事業」を平成28年度より実施し、令和3年
度現在45人の研究員登録を頂き、事業開始以降18件の提言を頂いている。
また、市民参画手続の進捗や市民参画の推進に資する市民参画審議会では、平成28年度に協働事業評価のあり方を整理し、平成29年度から
協働事業の第三者評価を審議会が評価機関となり実施した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

多くの市民参画を得られるようになってきたが、案件によっては、市民
意見が少ないものもあり、意見が十分に反映されているとは言えない案
件がある。

市の施策への市民参画が図られることにより、市民と一体となった満足
度の高い市政運営へとつなげることができる。

行財政改革大綱の個別改革項目「市民参画の推進」のなかで当事業を挙げている。市民と市との協働によるまちづくりを推進するためには、市
民に行政施策や計画づくりの段階から、積極的に市政へ参画していただくことが重要であるため、今後も、継続して実施していく。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

令和2年度

45名
福祉・医療・教育・薬学・内部管理・都市計画・まちづくり・工業デザイン・国
際・産業・システム・交通工学など

懇談会 1回（令和3年6月1日）

市民活動推進講座 1回（令和3年11月9日）　「コロナ禍でも幸福感アップ！これからの市民活動を考えよう」

提言検討会議 1回（令和3年7月21日）

開催期日 議題

1回 令和3年7月30日 R2年度市民参画手続の実施結果、R3年度市民参画手続きの実施予定、第三者評価事業選定

2回 令和4年2月17日 R3年度市民参画手続の進捗状況、既に完了している協働事業報告、第三者評価

研究員数 専門分野

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

数
360

Ｃ

Ｄ

新規NPO法人数
数

360

1

3 1 2

2 1
1 1

新規に設立認証を行い登記完了したNPO法人の数 2

360
360 360

市民活動補償制度に登録した団体・個人の数 359 356

NPO法人(設立を目指す団体も含む)等からの相談数
件

40 40 40

共催等名義使用の承認件数

市民活動補償制度登録団体・個人数

3 3
3

362

3

3
3 3

市民活動推進のための研修・広報・HP等周知・啓発回数 3 3 3
活

動

指

標

①
市民活動推進やＮＰＯに関する周知･啓発回数

回
7 3

②
共催・後援の承認件数

件
3

40 40
NPO法人や設立を目指す市民活動団体等からの年間相談件数 21 42 28

③

73,04373,014 73,217
対
象
指
標

①
全市民

人
74,484 74,771

②
NPO法人数

数
16

市内のみに主たる事務所を置くNPO法人の数 16 17

0

△ 598

受益者負担率（⑩÷⑤）

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

18 17
17 17

73,756 74,372
総人口

17

目標(見込)値

吉川市単独

9021,439 902 △ 537

1,545 1,545

1,545 1,545

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

2,008 2,132 1,410

73,514

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

1,361

県  補  助  率

1,439 902 △ 537 902

0

1,439 902

当初(千円)

851

国  補  助  率

0.12人 0.12人

510 569 693 508

区分

501108 市民活動推進事業

計画(千円)

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

1,361 2,008 2,132 1,410

まちづくり目標

決算(千円)

・市民活動サポートセンターの運営の助言、協力
・市民活動団体の活動支援
・共催・後援による団体支援
・市民活動補償制度の運営、周知・事故処理
・NPO認証等事務

0

△ 61

0

△ 598

個別計画の位置付け 行財政改革大綱

1,439

0.11人 0.19人 0.19人 0.12人 △ 0.07人

0

主な業務プロセス

643

851

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

全市民
市民活動団体
NPO法人

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

・市民活動を活性化し、協働のまちづくりに寄与する
・安心して市民活動に携わることができる
・市民活動団体がNPO法人化すること
・社会的信頼のあるNPO法人が市内に増えること

対象年齢

協働推進事業、市民総合賠償保険（庶務課）

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連 戦略３ 市民との協働

増減額(千円)

と
の
関
係

基
本
計
画

第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

執 行 方 法 一部委託 市民活動サポートセンター業務は指定管理

50110801 市民活動補償制度事務

643

902

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

決算(千円)

類 似 事 業

市民生活部 市民参加推進課 市民参画係

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

平成18年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 15歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

市民参加推進事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 市民参加推進費

第６節 市民参加のまちづくり

(3)市民活動の支援

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 5011 08

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 市民活動補償制度実施要項、特定非営利活動促進法施行規則基

本

事

項

事務事業名 市市民民活活動動推推進進事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 宗像　浩

事 業 期 間

関連付け  有 　無 事 業 区 分 自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 市民参加推進費

１　市民活動サポートセンター利用状況 ３　市内NPO法人数

数

市内のみに主たる事務所を置く団体 17

４　NPO法人等からの相談件数


２　市民活動保障制度

事故内容

自治会活動の除草作業終了後、意識が遠のき転倒（軽度熱中症）

自転車で防犯パトロール中に転倒し骨折（右母指基節骨裂離骨折）

　その他（相談・質問・打合せ） 1,175人

　新規登録団体数 3団体 内容 件数

　新規登録個人数 0人 　窓口相談件数等（述べ） 28

合　計

　来室者数 1,666人

　パソコン利用者数 467人

ミーティング・作業コーナー利用者数 24人

　窓口相談団体数等（述べ） 19

種別

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★
②

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

0%

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成度がやや低い

成果向上の
余地

 あり　 　なし

50,341.50 円

 あり　  なし

これまでの
改革・改善内容

平成28年4月より権限移譲を受け、NPO法人設立認証等事務の所轄庁となった。団体からの設立相談をはじめ、NPO法で各法人に求められて
いる届出・報告書等に係る相談・事務などを実施している。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

市民活動補償制度については、対象事故件数が増加するにつれて、翌
年の保険契約料に影響が出てしまう。高齢化社会を迎え、特に高齢者
においては、若年層よりも活動中の怪我の可能性が高まっている。

行政では手が届きにくいところへ、NPO等の市民活動団体が活動する
ことにより、地域の課題解決につなげることができる。

当事業の実施により、市民活動が活性化されて、協働のまちづくりに寄与されることから、「誰一人取り残さない」という持続可能で多様性と包摂
性のある社会の実現に向けたSDGｓの理念にも合致するものである。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

令和2年度

改

革

改

善

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/件

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成度がかなり低い

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

NPO法人(設立を目指す団体も含む)等からの
相談数

173.09%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・市民活動補償制度は市民活動の活性化を図る支援策としての事業であり、市が関与することは妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

項　目

変動率

市民活動補償制度については万が一の事故や怪我に備えた保険であるため、一定
の保険料の負担は生じることから特にコスト改善の余地はない。
また、市民活動の活性化を目的とした施策であり、受益者負担の適正化の余地はな
い。

市民活動サポートセンターでのサービス向上を図ることで、さらなる利用者の増加や
市民活動が活性化する余地はある。市民活動が活性化することにより、協働によるま
ちづくりの実現が図れる。
また、市民活動補償制度の周知やNPO法人化を目指す団体を支援することで、新た
に登録する団体の増加や市内NPO法人数の増加が見込まれ、市民活動が活性化す
ることにより協働のまちづくりの実現につながる。

達成された

64,803.90 円 47,803.48 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干増加している

達成度がかなり低い

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★

減少している
73.77%

令和2年度

★ ★★★★★
新規NPO法人数

③
NPO法人(設立を目指す団体も含む)等から
の相談数

上位施策へ
の貢献度

105.31%
増加している

達成度がやや低い

0%

★★★

100.00%,
成果
指標

52.50%, 105.00%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
・市民活動サポートセンターの運営は指定管理者が行うが、運営の方向性や事業などについて協力していくことは、
妥当であり、市民活動サポートセンターの機能が充実することで、市民活動の活性化を図ることができる。
・公益的な活動を行う市民活動団体等が、安心に活動できるようにするため、市が補償制度を設立・運営し、市民活
動の活性化を図る。
・NPO等については、平成28年4月から県より権限移譲を受けており、吉川市において設立認証事務等の手続きが行
え、市で事務を行うことは妥当である。またNPO法人化を目指す団体にとっては、県へ出向く必要がなくなり、利便性
が向上している。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

70.00%,
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

説   明

二次評価日 令和4年6月21日

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

宗像　浩

 改善のうえで継続

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

関連付け  有 　無 事 業 区 分

市民参加推進費

第２節 女と男が互いに認め合う社会づくり

(1)男女共同参画の意識づくり

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 5012 01

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市男女共同参画推進条例基

本

事

項

事務事業名 男男女女共共同同参参画画推推進進事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 宗像　浩

事 業 期 間

決算(千円)

類 似 事 業

市民生活部 市民参加推進課 男女共同参画・文化交流担当

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

昭和63年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 33歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

男女共同参画推進事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連

と
の
関
係

基
本
計
画

第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

執 行 方 法 直営

50120102 男女共同参画基本計画の進行管理

299

8,341

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

全市民

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

誰もが多様性を認め合い、自分らしく生きることができる男女
共同参画社会を実現する。

対象年齢

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

増減額(千円)

まちづくり目標

決算(千円)

男女共同参画基本計画の進捗管理を行うため、庁内各担当
課における関係事業の把握や審議会等を開催する。
また、男女共同参画を市民に分かりやすく効果的な事業を行
うため、年度ごとにテーマを設け、講座や啓発紙の発行、展
示等を実施する。

0

104

0

1,325

個別計画の位置付け 男女共同参画基本計画

7,120

0.90人 0.94人 0.94人 1.11人 0.17人

0

主な業務プロセス

299

6,962

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

7,234 7,579 7,753 8,904

1.11人 1.11人

272 459 633 563

区分

501201 男女共同参画推進事業

計画(千円)

県  補  助  率

7,120 8,341 1,221 8,341

0

7,120 8,341

当初(千円)

6,962

国  補  助  率

73,514

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

7,234

吉川市単独

8,3417,120 8,341 1,221

8,640 8,640

8,640 8,640

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

7,579 7,753 8,904

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

73,756 74,372
総人口

目標(見込)値

73,04373,014 73,217
対
象
指
標

①
全市民

人
74,484 74,771

②

0

1,325

受益者負担率（⑩÷⑤）

100
100 100

実施した重点事業数/重点事業の数 100 100 100
活

動

指

標

①
当課における男女共同参画計画重点事業の年度目標実行率

%
100 100

②
男女共同参画事業の進行管理

種（回）
4

③

4 4
4

100

4
4 4 4

40 40
40 40

翌4月1日現在における女性委員/全委員 23.8 27.9 31.9

100
100 100

実施した重点事業数/重点事業の数 100 100

他課における男女共同参画計画重点事業進捗状況のチェック

男女共同参画計画全体の重点事業の年度目標実行率 100

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

審議会等における女性委員の登用
%

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%
100

40

自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 市民参加推進費

１　男女共同参画審議会開催状況（委員9名） ２　年度テーマに基づく啓発事業

期日 主な内容 テーマ：「多様性×減災対策」

第1回 5月31日(月) 第3次男女共同参画基本計画進捗状況 （１）男女共同参画週間パネル展示（6月）

第2回 8月6日(金) 第4次男女共同参画基本計画（案） （２）講演･ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ「誰もが安心できる避難所運営を考える」（11月 全4回）

第3回 1月21日(金) 第4次男女共同参画基本計画（案）答申 （３）市男女共同参画啓発紙の発行（3月）

３　その他の啓発

（１）市広報やホームページへの啓発記事掲載

（２）男女共同参画拠点「おあしす」からの情報発信、講座開催、啓発チラシ、

パンフレットの配架、市立図書館での関連図書貸し出し等

宗像　浩

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

二次評価日 令和4年6月21日

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

100.00%, 100.00%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
・男女共同参画は、全ての人の生活全般に関わるものであり、全市民を対象として、計画に基づき施策・事業を実施
することは妥当である。

・「吉川市男女共同参画推進条例」及び「吉川市男女共同参画基本計画」に基づき、「すべての男女（ひと）が自分ら
しく生きることができるまち」の実現を目指すものであり妥当である。意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%,
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

令和2年度

①
当課における男女共同参画計画重点事業
の年度目標実行率

上位施策へ
の貢献度

117.49%
若干減少している

達成された
100.00%,

★★★★★

100.00%,
成果
指標

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

若干増加している

104.77%
令和2年度

★★★★★ ★★★★★
男女共同参画計画全体の重点事業の年度
目標実行率

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

・平成28年度に男女共同参画協働事業を当事業に統合し、当事業において男女共同参画基本計画に掲げる当課の事業を実施するとともに、計
画全体の進捗管理を行うものとした。
・平成28年度に市男女共同参画基本計画に市男女共同活躍推進法を同計画に位置付ける等の見直しを行い、後期計画を策定した。
・令和3年度に計画を改定し第4次市男女共同参画基本計画を策定。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

性別による固定的役割分担意識や思い込みが根強く残っている。 女性の地位向上とジェンダー平等に向けた国際的な取組みが進められ
ている中、国においても関係法令等の整備や取組みが急速に進められ
ている。

ＳＤＧｓの目標である「ジェンダー平等の実現」のために、性別だけではなく性自認や性的指向が異なる方への理解を含め、多様性を認め合う社
会づくりに向けた取組みが必要である。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

変動率

・直接事業費においては、男女共同参画審議会等についての必要最低限の経費であ
り、コスト改善は難しい。

・「すべての男女（ひと）が自分らしく生きることができるまち」の実現そのものが受益で
あり、受益者負担を求める性質の事業ではない。

・男女共同参画基本計画に基づき、各担当部署が事業を実施しているところだが、社
会状況の変化や市民のニーズを捉えながら、事業の実施方法の見直しを行っていく
ことなどにより、成果向上の余地はある。

・総合振興計画においても「女と男が互いに認め合う社会づくり」として、男女共同参
画社会の実現が掲げられており、上位計画への貢献度は高い。

達成された

72,338.98 円 75,786.74 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/%

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

当課における男女共同参画計画重点事業の
年度目標実行率

93.75%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・男女共同参画社会の実現は、国の最重要課題でもあり、「男女共同参画基本法」により、地方公共団体の責務につ
いて定められており妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★★★★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

100.00%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

89,039.18 円

 あり　  なし

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
80

150

90

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

DV相談件数
件

5 6 5

160 160
160 160

吉川市配偶者暴力相談支援センター相談件数 158 154 96

100
100 100

前年度までの登録者＋当年度登録者 89 89

会議の開催・参加数

DV防止地域サポーター登録者数

5 5
5

109

5

10
10 10

DV講座の開催や広報・HP等での情報提供など実施媒体数 10 8 9
活

動

指

標

①
DV防止啓発活動事業の実施

事業
10 10

②
DV防止及び被害者支援関係機関連携会議の実施

回
5

③

73,04373,014 73,217
対
象
指
標

①
全市民

人
74,484 74,771

②

0

△ 131

受益者負担率（⑩÷⑤）

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

73,756 74,372
総人口

目標(見込)値

吉川市単独

827985 827 △ 158

2,144 2,144

3,023 3,023

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

1,950 2,252 1,819

862

73,514

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

1,600

県  補  助  率

2,774 2,461 △ 65 2,683

1,635 1,856

0

1,856

2,527 2,683

当初(千円)

851

国  補  助  率

0.11人 0.11人

1,588 291 340 237

区分

501203 配偶者からの暴力防止及び被害者保護事業

計画(千円)

1,542

2,439 2,817 3,114 2,698

1/2 1/2 1/2 1/2

1,789

879867

まちづくり目標

決算(千円)

吉川市配偶者暴力相談支援センターにおいて、配偶者等か
らのDV相談や情報提供等を行うとともに、DV防止に向けて
広く市民へ啓発する。

12 879 879

△ 54

0

△ 119

個別計画の位置付け 男女共同参画基本計画

985

0.11人 0.13人 0.13人 0.11人 △ 0.02人

93

主な業務プロセス

340

851

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

全市民

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

男女共同参画の実現を阻むＤＶや女性に対するあらゆる暴
力を根絶する。

対象年齢

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

増減額(千円)

と
の
関
係

基
本
計
画

第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

839

1/2 1/2

執 行 方 法 直営

50120301 配偶者からの暴力の防止及び被害者保護事業の啓発

340

827

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

決算(千円)

類 似 事 業

市民生活部 市民参加推進課 男女共同参画・文化交流担当

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

平成20年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 13歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

男女共同参画推進事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 市民参加推進費

第２節 女と男が互いに認め合う社会づくり

(5)配偶者等に対するあらゆる暴力のない社会づくり

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 5012 03

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 配偶者からの暴力防止及び被害者の保護に関する法律基

本

事

項

事務事業名
配配偶偶者者かかららのの暴暴力力防防止止及及びび被被害害者者保保護護事事
業業

所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 宗像　浩

事 業 期 間

関連付け  有 　無 事 業 区 分 自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 市民参加推進費

吉川市配偶者暴力相談支援センターの実績

（４）DV防止及び被害者支援関係機関連携会議の実施状況

①市ＤＶ及び児童虐待の防止等対策庁内担当者連絡会議

②市要保護児童対策地域協議会

※費用弁償は通勤及び出張に係る交通費 ③埼玉県男女共同参画課「ＤＶ対策担当者情報交換会」

（２）相談実績（延べ件数） ④埼玉県婦人相談センター「配偶者暴力相談支援センター連絡会議」

⑤近隣5市1町等「東南部地域ＤＶ対策連絡協議会」

（５）DV防止啓発活動事業の実施状況

（３）処理状況（延べ件数）

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★★★★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

109.00%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

概ね達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

299,774.00 円

 あり　  なし

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/事業

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

DV防止啓発活動事業の実施
85.49%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」により、国及び地方公共団体の責務について定め
られており、妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

変動率

・県などの関係機関との連絡調整等への従事のため、一定の人件費を要するが、緊
急でない被害者相談について、配偶者暴力相談支援センター相談員の勤務日に対
応することで改善の余地がある。

・当事業の趣旨から、被害者等に対し受益者負担を求める余地はない。

・DV防止啓発活動事業の実施により、DVの認識や吉川市配偶者暴力相談支援セン
ターの周知が図られるため、成果向上の余地はある。

・総合振興計画の「女と男が互いに認め合う社会づくり」において、配偶者等に対する
あらゆる暴力のない社会をめざすための事業であり、上位施策への貢献度は高い。

概ね達成された

243,902.00 円 352,155.88 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

・平成27年7月から相談員勤務日を週2日から週3日に増やし、相談体制の拡充を図った。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

相談内容が多岐にわたるため、市のサービスやその他の社会資源等
についての知識など、相談員の質の向上が求められる。

国において、福祉分野における包括的な相談体制システムの構築が求
められている。ＤＶ相談においても包括的な相談支援体制の構築に向
けて連携を図ることが必要である。

当事業の実施により、様々な問題を抱える被害者が自ら問題解決できるよう対応し、被害者の自立に向けた支援を行っていることから、「誰一人
取り残さない」SDGｓの理念にも合致するものである。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

令和2年度

① DV防止啓発活動事業の実施

上位施策へ
の貢献度

85.13%
減少している

達成された
111.25%,

★★★★★

98.89%,
成果
指標

種別

単位当たり
コスト

変動率 減少している

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★

増加している
144.38%

令和2年度

★★★★★ ★★★★
DV防止地域サポーター登録者数

100.00%, 80.00%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討 ・DVの背景には男女の固定的な役割分担意識等による経済力の格差などの社会問題があり、DV防止のためには、
被害者への支援だけでなく、全市民を対象とした啓発が必要となるため、妥当である。

・「吉川市配偶者等からの暴力防止及び被害者支援基本計画」に基づき配偶者からの暴力の防止及び被害者の保
護を図るものであり、妥当である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

90.00%,
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

・相談員の専門性の向上のため、相談技術や関係法令、公的サービス、社会資源に関する知識取得のための研修等に参加する。
・被害者支援にあたり、庁内連絡会議や個別のケース会議等により、庁内関係各課との情報情報共有等の連携を図る。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

説   明

二次評価日 令和4年6月21日

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

宗像　浩

 改善のうえで継続

（１）相談員の配置

非常勤特別職　
婦人相談員

人数 勤務日数 報酬 費用弁償※

2 週3日 1,342,913円 232,068円

来所 電話 出張 その他 合計 新規 再来

44 45 1 6 96 32 64

別掲 ①市ホームページ、②おあしす男女共同参画コーナー、③男女共
同参画週間展、④ポスターの掲示、⑤チラシの配布、⑥DV相談案内
カードの設置、⑦成人式啓発（デートDV予防リーフレット配布）、⑧広
報よしかわへの啓発記事掲載

一時保護 市扶助費宿泊 他機関紹介 助言・傾聴 同行支援 その他 合計 DV証明

1 0 0 88 0 7 96 14

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

関連付け  有 　無 事 業 区 分

市民参加推進費

第４節 国際性豊かなまちづくり

(1)多文化共生の推進

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 5012 04

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等基

本

事

項

事務事業名 多多文文化化共共生生推推進進事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 宗像　浩

事 業 期 間

決算(千円)

類 似 事 業

市民生活部 市民参加推進課 男女共同参画・文化交流担当

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

平成16年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 17歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

国際交流推進事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連

と
の
関
係

基
本
計
画

第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

執 行 方 法 市民等協働 翻訳・通訳、日本語ボランティア

135

3,682

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

全市民

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め
合い、外国人を含むすべての市民が暮らしやすい「多文化共
生社会」となる。

対象年齢

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連 戦略３ 市民との協働

増減額(千円)

まちづくり目標

決算(千円)

・多文化共生に関する情報を収集し、地域の多文化共生につ
ながる事業を実施する。
・外国籍住民が市の情報を正しく習得できるよう、ボランティ
アを通じて翻訳・通訳を行う。
・日本語教室ボランティアスタッフ養成講座を開催する。

0

△ 4

0

42

個別計画の位置付け

3,636

0.30人 0.48人 0.48人 0.49人 0.01人

0

主な業務プロセス

135

2,321

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

2,427 3,716 3,769 3,758

0.49人 0.49人

107 80 133 76

区分

501204 多文化共生推進事業

計画(千円)

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

県  補  助  率

3,636 3,682 46 3,682

0

3,636 3,682

当初(千円)

2,321

国  補  助  率

73,514

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

2,427

吉川市単独

3,6823,636 3,682 46

3,817 3,817

3,817 3,817

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

3,716 3,769 3,758

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

1,800 1,800
1,850 1,900

73,756 74,372
総人口

1,751

目標(見込)値

73,04373,014 73,217
対
象
指
標

①
全市民

人
74,484 74,771

②
外国籍住民

人
1,700

全市民のうちの外国籍住民 1,721 1,752

0

42

受益者負担率（⑩÷⑤）

72
75 80

年度末における翻訳・通訳ボランティア数 61 69 71
活

動

指

標

①
翻訳・通訳ボランティア数

人
60 65

②
日本語教室ボランティアスタッフ養成講座の開催回数

回
1

3 5
ワンナイトステイを実施した件数 4 0 0

③

1 1
1

4

1
1 1 1

15 10
15 15

日本語教室ボランティアスタッフ養成講座の参加者数 12 11 12

25
25 25

翻訳・通訳の実施件数 25 30

ワンナイトステイ実施件数
件

5 5 1

日本語教室のボランティアスタッフを養成するための講座開催数

翻訳・通訳実施件数

Ｃ

Ｄ

日本語教室ボランティアスタッフ養成講座参加者数
人

25

15

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

件
15

自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 市民参加推進費

１　ワンナイトステイ実施状況(新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響で事業中止) ４　その他の取り組みの実施状況

　登録世帯　  1家庭 　「多文化共生講師派遣事業」

　実施件数　　0件 自治会などの市民団体が実施する活動に国際的な学びの要素を取り入れるなど、

多文化共生を推進するために市民団体のイベントに外国出身の講師を派遣する

２　日本語教室ボランティアスタッフ養成講座開催状況 事業。

　開催時期　　令和4年3月

　参加者数　　12名 　令和3年度実施件数　　2件

①自治連合会「自治会加入促進チラシ」

３　通訳・翻訳ボランティア 英語、中国語、韓国語、ベトナム語に翻訳する講師を派遣。

　登録者数　　71名 ②自治連合会「外国人住民アンケート」

　実施件数　　4件(新型コロナウイルスワクチン接種の多言語化) 英語、中国語、韓国語、ベトナム語に翻訳する講師を派遣。

宗像　浩

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

二次評価日 令和4年6月21日

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

100.00%, 100.00%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討 ・多文化共生の実現は、外国人のみに周知を図り外国人のみが享受するのではなく、広く市民が対象となるものであ
り妥当である。

・多文化共生により住みよい地域社会の実現を全市民が享受することになるため妥当である。また、手段について、
実現に向けてさまざまな情報を提供すること、また外国人住民に正しい情報を提供する必要があるため妥当である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%,
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干減少している

達成度がかなり低い

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

増加している
135.34%

令和2年度

★★★★★ ★★★★★
翻訳・通訳実施件数

日本語教室ボランティアスタッフ養成講座
の開催回数

上位施策へ
の貢献度

98.28%
増加している

達成された
166.67%,

★★★★★

120.00%,
成果
指標

変動率

・直接事業費である翻訳・通訳ボランティアおよび日本語教室ボランティアスタッフ養
成講座の報償については、民間と比較しても最低限度であるため、これ以上の削減
は難しい。
・翻訳・通訳については、外国人住民へ市が伝えるもののため、またボランティアス
タッフ養成講座は外国人住民へ日本語を教えてくれる方を要請するものであることか
ら、負担を求めることは難しい。

・予算には限りがあるが、制度の周知により需要も見込まれるため、成果向上の余地
はある。

・総合振興計画においても「国際性豊かなまちづくり」として、多文化共生の推進が掲
げられており、上位計画への貢献度は高い。

達成された

39,791.87 円 53,852.75 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/人

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

翻訳・通訳ボランティア数
209.68%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・すべての市民が多文化共生の意識を持つことにより、住みよい地域社会の実現につながるため、市が行うことは妥
当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

令和2年度

改

革

改

善

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

16.00%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

52,927.32 円

 あり　  なし

これまでの
改革・改善内容

平成29年度に実施した「ベトナムday」を契機に、外国籍住民と交流を希望する市民団体が増加し、平成30年度から、地域活動に国際理解や多
文化共生の要素を取り入れることを促すため「多文化共生講師派遣事業」を実施することとした。また、令和元年度から「地域課題を地域で解決
するための勉強会」が立ち上がり、外国籍住民と自治会関係者を中心に多文化共生分科会が発足した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

出入国管理法の改正により、今後も外国人住民数が増加し続けること
が予想され、生活習慣の違いからのトラブルの増加や日本語の習得が
進まず孤立する可能性がある。

多文化共生意識が発展することで外国人住民が地域社会の担い手の
一員として共生・活躍し、地域課題の解決に繋がる。

吉川市国際友好協会や吉川市自治連合会との情報共有や協働による市民視点をとりいれて事業を実施している。また、当事業は全ての人々
の能力強化及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進するものであり、「誰一人取り残さない」SDGｓの理念にも合致するものである。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

②

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
2,800

469,500

Ｃ

Ｄ

432,000 370,000

200
1,400 2,800

日本語教室・交流イベント等の延べ参加者数 2,840 176

現行の対象団体である吉川市国際友好協会の会費

団体実施事業の延べ参加者数 2,800

480,000 432,000
440,000

292

470,000

10
14 14

吉川市国際友好協会の年間主要事業数 14 5 5
活

動

指

標

①
団体の実施事業数

事業
14 14

②
団体会員の会費

円
465,000

③

98136 117
対
象
指
標

①
団体の会員数

人
135 140

②

0

△ 284

受益者負担率（⑩÷⑤）

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

120 130
現行の対象団体である吉川市国際友好協会の会員数

目標(見込)値

吉川市単独

1,3531,742 1,353 △ 390

1,903 1,903

1,903 1,903

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

2,079 2,292 1,795

117

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

2,020

県  補  助  率

1,742 1,353 △ 390 1,353

0

1,742 1,353

当初(千円)

1,470

国  補  助  率

0.18人 0.18人

550 337 550 442

区分

501206 国際交流団体支援事業

計画(千円)

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

2,020 2,079 2,292 1,795

まちづくり目標

決算(千円)

・財政的支援として補助金を交付する。
・団体の運営及び事業を円滑に実施するため、必要に応じて
啓発活動や支援を行う。
・団体の自主運営意識の向上を図る。

0

105

0

△ 284

個別計画の位置付け

1,742

0.19人 0.23人 0.23人 0.18人 △ 0.05人

0

主な業務プロセス

550

1,470

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

全市民

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

0 99 全年齢

国際交流団体を支援することにより、市民を主体とした幅広
い分野における国際交流を推進し、異文化の相互理解と友
好を深める。

対象年齢

国際姉妹都市交流事業

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連 戦略２ 魅力の発掘・創出

増減額(千円)

と
の
関
係

基
本
計
画

第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

執 行 方 法 補助・負担等 吉川市国際友好協会

50120601 吉川市国際友好協会補助金交付

550

1,353

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

決算(千円)

類 似 事 業

市民生活部 市民参加推進課 男女共同参画・文化交流担当

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

平成7年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 26歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

国際交流推進事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 市民参加推進費

第４節 国際性豊かなまちづくり

(2)国際交流の充実

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 5012 06

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市国際友好協会補助金交付要綱基

本

事

項

事務事業名 国国際際交交流流団団体体支支援援事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 宗像　浩

事 業 期 間

関連付け  有 　無 事 業 区 分 自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無

Copyright ©2021 Yoshikawa City office. All Rights Reserved

総務費 / 総務管理費 / 市民参加推進費

１　補助対象事業　R3実施状況 ２　市からの受託事業(補助金対象外)

事業費補助金：442,256円(補助金550,000円のうち107,744円を市に返還) ①青少年親善訪問団派遣事業(中止)

（１）10/10補助事業 （２） 3/4補助事業 ②外国籍児童・生徒への日本語学習支援(実施)

【友好交流事業】 　【(1)以外の公共的・公益的な国際交流事業】

①ﾚｲｸｵｽｴｺﾞ市民交流 ④広報紙・広報活動

※オンラインによる給食交流を実施。 ⑤市民まつり ３　教育委員会からの依頼事業

LO側1名、 ①人権セミナー(実施)

吉川側生徒3名･協会2名･市長･教育長 ⑦おあしす祭り

②ﾚｲｸｵｽｴｺﾞ高校生受入（隔年） ⑧市民文化祭

※新型コロナウイルスの影響により中止。 ⑨公民館ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ

　【近隣在住外国人生活支援事業】 ⑩料理教室

③日本語教室 ※述べ 284名参加 ⑪バスハイク
（スタッフ含む） ⑫語学講座（ベトナム語）

※ ⑤～⑫は新型コロナウイルスの影響により中止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★★★★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

146.00%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成度がやや低い

成果向上の
余地

 あり　 　なし

358,954.80 円

上位施策へ
の貢献度

86.33%

 あり　  なし

団体の実施事業数

減少している

達成された
101.43%,

★★★★★

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

⑥ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾌﾚﾝﾄﾞｼｯﾌﾟﾊﾟｰﾃｨｰ

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/事業

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

団体の実施事業数
89.65%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・協会が実施する事業は、国際交流や多文化共生の推進を図るために必要な事業であるため、市が協会を支援する
ことは妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

令和2年度

①

変動率

・令和2年度に続き事業中止が相次ぎ、補助金の一部が返還になった。
補助金以外は会費収入で各種事業を実施しているため、市の財政的支援の減額

は、協会事業の減に直接影響されるため、コスト改善の余地はない。
・協会の事業は、ボランティアにより実施しているものであり、協会に受益者負担を求
めるものではない。

・新型コロナウイルスの影響により、実施できない事業が多数あったが、協会の支援
対象である外国籍市民が増加傾向にあり、デジタル技術を用いた事業実施も見込め
るため、成果向上の余地はある。
・協会が実施している各事業は、総合振興計画に掲げる国際交流や多文化共生の推
進に貢献している。

達成度がかなり低い

144,260.71 円 415,808.60 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

宗像　浩

 改善のうえで継続

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成20年度に協会の自主運営を強化し、市の人的支援を削減した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

外国籍住民数の増加に伴い事業参加者の増加が見込まれる一方、会
員の高齢化による活動の担い手不足が懸念される。

オンラインでの会議開催やタブレット端末導入によるオンラインでの事
業展開の摸索など、デジタル技術を利用した事業の検討が行われてい
る。

協会の事業は、市民が主体的、自立的に行うものになっており、市民視点での多文化共生、国際交流の推進が進んでいる。また、協会と行政間
で情報交換を定期的に行っており、協会が実施する各事業に行政も協力する協働となっている。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

6.29%,
成果
指標

種別

単位当たり
コスト

変動率 減少している

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★

増加している
288.23%

令和2年度

★★★★★ ★
団体実施事業の延べ参加者数

100.00%, 35.71%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討 ・市民団体である協会が主体となって各事業を実施することが、国際交流や多文化共生の推進につながるため、協
会に対して必要な支援を行うことは妥当である。

・協会の目標を達成するため、組織の拡大と人材の育成を図ることが、各事業の円滑な実施につながるものであり、
妥当である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

50.00%,
★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成度が低い

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

類似事業である№501205国際姉妹都市交流事業へ統合し、事業名を「国際交流推進事業」に改める。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価 説   明

二次評価日

類似事業である№501205国際姉妹都市交流事業へ統合し、事業名を「国際交流推進事業」に改める。

令和4年6月21日

　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

関連付け  有 　無 事 業 区 分

市民参加推進費

第５節 都市間交流における人づくり

(1)国内交流の充実

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 5012 08

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川・室根交流協会補助金交付要綱基

本

事

項

事務事業名 国国内内交交流流団団体体支支援援事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 宗像　浩

事 業 期 間

決算(千円)

類 似 事 業

市民生活部 市民参加推進課 男女共同参画・文化交流担当

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

平成9年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 24歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

国内交流推進事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連

と
の
関
係

基
本
計
画

第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

執 行 方 法 補助・負担等 吉川・室根交流協会

50120801 吉川・室根交流協会補助金

219

451

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

国内交流団体

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

- -

国内交流団体を支援することにより、市民を主体とした幅広
い分野における国内交流を推進し、都市間の友好を深める。

対象年齢

国内交流事業

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連 戦略２ 魅力の発掘・創出

増減額(千円)

まちづくり目標

決算(千円)

・財政的支援として補助金を交付する。
・協会の運営及び事業を円滑に実施するため、必要に

応じて啓発活動や支援を行う。　
・団体の自主運営意識の向上を図る。

0

△ 3

0

△ 1,445

個別計画の位置付け

1,894

0.41人 0.25人 0.25人 0.06人 △ 0.19人

0

主な業務プロセス

219

3,171

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

3,355 1,903 2,124 457

0.06人 0.06人

184 9 230 6

区分

501208 国内交流団体支援事業

計画(千円)

県  補  助  率

1,894 451 △ 1,443 451

0

1,894 451

当初(千円)

3,171

国  補  助  率

220

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

3,355

吉川市単独

4511,894 451 △ 1,443

670 670

670 670

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

1,903 2,124 457

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

220 220
（個人、家族、団体会員の総数）

目標(見込)値

219222 214
対
象
指
標

①
吉川・室根交流協会会員数

人
215 225

②

0

△ 1,445

受益者負担率（⑩÷⑤）

4
6 6

吉川・室根交流協会の年間主要事業数 5 0 0
活

動

指

標

①
主要事業数

事業
6 6

②
吉川・室根交流協会会費

円
460,000

③

485,000 470,000
470,000

0

470,000
479,000 461,000 477,000

10
100 230

吉川・室根交流協会の年間主要事業参加者数 222 0

（個人、家族、団体会員の総額）

主要事業延べ参加者数 230

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
230

自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 総務管理費 / 市民参加推進費

１　補助対象事業　R3実施状況 ２　主要事業延べ参加者数

事業費補助金：6,215円(補助金155,000円のうち148,785円を返還) 事業名  吉川から  室根から

（１） 10/10補助事業 ①なまずの里マラソン受け入れ 0人 0人

【交流事業】 ②ふるさと探検隊in一関 0人 0人

①なまずの里マラソン受け入れ ③室根産業文化祭 0人 0人

②ふるさと探検隊in一関 ④市民まつり受け入れ 0人 0人

③市民まつり受け入れ ⑤室根っ子探検隊in吉川 0人 0人

④室根っ子探検隊in吉川 計 0人 0人

※①～④は新型コロナウイルスの影響で中止。

（２） 3/4補助事業 ※①～⑤の主要事業は新型コロナウイルスの影響で全て中止。

【広報事業】

①会報紙発行事業

宗像　浩

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

二次評価日

類似事業である№501207国内交流事業へ統合し、事業名称を国内交流推進事業に改める。

令和4年6月21日

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

類似事業である№501207国内交流事業へ統合し、事業名称を国内交流推進事業に改める。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

83.33%, 0%

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討 ・協会が実施する事業は、国内交流の推進を図るために必要な事業であるため、市が協会を支援することは妥当で
ある。

・市民団体である協会が主体となって各事業を実施することが、国内交流の推進につながるため、協会に対して必要
な支援を行うことは妥当である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

0%
★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成度がかなり低い

令和2年度

① 主要事業数

上位施策へ
の貢献度

増加している

概ね達成された

96.52%,

★★★★

0%
成果
指標

種別

単位当たり
コスト

変動率 評価不可

達成度がかなり低い

評価指標　（指標性質）令和3年度

★

評価不可

令和2年度

★★★★ ★
主要事業延べ参加者数

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

協会の会員数の拡大や事務事業の見直しなどを促し、協会の自主財源率の向上に努めてきた。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

協会の会員、理事の高齢化により、将来的に交流の担い手が不足する
可能性がある。

デジタル化の推進による訪問交流以外の新たな交流方法の創出。

協会の事業は、市民主体のものとなっており、市民視点での国内交流が推進されている。また、協会と行政間で情報交換を定期的に行ってお
り、実施する各事業は団体と行政の間で協力して実施する協働となっている。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

変動率

・補助金の交付額については、協会の会員数の拡大や交流事業実施方法の効率化
により抑制できる余地がある。

・協会の活動は会員のボランティアにより行われているため、協会に負担を求めるも
のではない。

・多くの市民が交流できる事業を検討・実施することにより、成果向上が期待できる。

・協会が実施している事業は総合振興計画に掲げる「都市間交流における人づくり」
に貢献している。

達成度がかなり低い

671,066.00 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/事業

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

主要事業数
130.49%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・協会の目標を達成するため、組織の拡大と人材の育成を図ることが、各事業の円滑な実施につながるものであり、
妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

0%

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成度がかなり低い

成果向上の
余地

 あり　 　なし

 あり　  なし

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%
99.2

Ｃ

Ｄ

国民健康保険税収納率（現年課税分）
%

99.1

94.5

1,073 837 621

94.5 95.1
95.1 95.1

現年課税分収納額÷現年課税分調定額 94.7 95.2 95.3

99.2
99.2 99.2

現年課税分収納額÷現年課税分調定額 99.1 99.3

文書催告件数
件

13,000 13,000 11,000

分割納付誓約書または納税誓約書を取り交わした件数

市税収納率（現年課税分）

1,350 650
650

99.3

650

800
800 800

差押調書の件数 1,205 1,001 935
活

動

指

標

①
財産差押件数

件
1,470 1,050

②
納税相談件数

件
1,350

11,000 11,000
納税催告書、差押予告書の発送件数 12,582 11,532 8,536

③

2,2703,114 2,790

303 1,000

対
象
指
標

①
市税滞納者

人
3,000 2,500

②
市税滞納額

千円
1,000,000

翌年度へ繰り越す市税滞納額 807,184 622,251

△ 303

△ 5,329

受益者負担率（⑩÷⑤）

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

800,000 600,000
600,000 550,000

2,500 2,000
市税を滞納している人数

510,061

目標(見込)値

吉川市単独

67,85170,060 67,851 △ 2,208

8,652

29,500 30,975

81,493 82,968

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

30,737 32,163 25,408

2,500

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

30,114

県  補  助  率

70,060 67,851 △ 2,208 67,851

0

10,339 8,652

70,060 67,851

当初(千円)

72,090

国  補  助  率

9.03人 9.03人

5,091 4,926 4,431 3,796

区分

205102 市税滞納整理事務

計画(千円)

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

57,406 53,518 50,563 55,197

9,573 9,235 8,958

87,520 84,558 83,726 80,605

まちづくり目標

決算(千円)

納税催告（文書・電話）を行い、納税相談や自主納付を促す。
夜間・休日納税相談窓口を開設して納税相談の機会を提供
し、生活状況に応じた納税計画を立て完納に導く。
自主納付の見込みがない滞納者や、納付意思の低い滞納者
については、財産調査後、資力に応じた滞納処分（財産差押
え・交付要求等）を行い、換価後に滞納市税に充当する。ま
た、交付要求による配当は滞納市税に充当する。

0

△ 1,130

△ 615

△ 3,953

個別計画の位置付け

70,060

9.32人 9.25人 9.25人 9.03人 △ 0.22人

0

主な業務プロセス

6,465

72,090

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

市税滞納者

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

市税を納期限内に納付することが困難な場合は、納税相談
をする。
滞納している市税の納付意思を高め、滞納を解消する。

対象年齢

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

増減額(千円)

と
の
関
係

基
本
計
画

第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

1,0001,000

執 行 方 法 一部委託 再発行納付書作成

20510203 分割納付誓約・納税誓約

4,990

67,851

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

1,679 50,993 50,993

決算(千円)

類 似 事 業

総務部 収納課 納税係

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

特定不可 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

徴収事業

款 項

目 細目

徴税費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 賦課徴収費

第５節 持続可能な財政運営

(3)財源の確保

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 2051 02

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 地方税法、国税徴収法、吉川市税条例基

本

事

項

事務事業名 市市税税滞滞納納整整理理事事務務
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 加藤　利明

事 業 期 間

関連付け  有 　無 事 業 区 分 自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 徴税費 / 賦課徴収費

１　収納率の推移 ２　収入未済額の推移

３　滞納処分（差押え）件数と徴収金額の推移 ４　財産調査の推移

※本項目の値は、すべて市税と国民健康保険税の合計

件数 前年比財産調査

62,436件 104.8% 55,609件 89.1%

前年比 件数・金額 前年比 件数・金額 前年比 件数 前年比 件数 前年比

54,632件

令和元年度 令和2年度 令和3年度

98.2%差押件数

徴収金額

1,205件 82.3% 1,001件 83.1% 935件 93.4%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

103,720,865円 73.6% 96,601,138円 93.1% 71,741,984円 74.3%

件数・金額

令和2年度 令和3年度

滞納繰越分

合計

647,040,775円

807,184,130円

73.8%

77.9%

485,408,754円

622,250,720円

75.0%

77.1%

375,547,743円

510,060,580円

77.4%

82.0%

136,841,966円 85.4% 134,512,837円 98.3%

合計 92.3% 1.3 94.1% 1.8 95.2% 1.1

収入未済額

令和元年度令和元年度 令和2年度 令和3年度

滞納繰越分 23.7% 0.0 27.9% 4.2 30.2% 2.3

100.8%

収納率 前年比 収納率 前年比 収納率 前年比 前年比 収入未済額 前年比 収入未済額 前年比

現年課税分 98.6% 0.0 98.8% 0.2 98.8% 0.0 現年課税分 160,143,355円

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★★★★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

100.10%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

35,508.85 円

 あり　  なし

これまでの
改革・改善内容

滞納整理事務は、滞納者への催告や納税交渉を繰返し行うことが収納率の向上につながるため、催告等の内容や実施時期を見直して効率化
を図ってきた。また、納税交渉を行い自主納付をさせることを基本とするが、納税意思や交渉余地がない滞納者に対しては、資力に応じて早期
に滞納処分を実施することとした。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

納付しない滞納者の他に、納付できない滞納者が存在することが想定
されるため、滞納処分については細心の注意を払う必要がある。

滞納の解消には早期着手が重要であり、滞納金額が膨れ上がる前に、
納税相談や資力に応じた滞納処分をすることにより滞納金額を圧縮す
ることができる。

納税者は税負担の公平性を望んでおり、滞納解消を図っていくことで徴収面からの公平性を確保していく必要がある。このため、引き続き、繰返
しの催告や納税交渉により自主納付を促すほか、資力に応じて早期に滞納処分を実施していく。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

③

改

革

改

善

対象指標を単位として換算 単位 ： 円/人

 あり　  なし

（減少目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

市税滞納者
116.29%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

滞納整理に関する業務は、大部分が公権力を行使するものであり、私人への委託を禁じられている。（＊「滞納者に
対する電話での自主納付の呼びかけ」等の公権力を行使しない範囲で認められているものもある。）また、自主納付
へ導くための納税交渉や、財産の差押えによる滞納処分の実施は、税負担の公平性を確保するため評価は妥当で
ある。

事

業

評

価

 あり　  なし

令和2年度

変動率

滞納者や滞納額を増やさないためには、文書催告等を強化することが必要である。ま
た、滞納処分にかかるコストの大半は人件費であり、コスト改善の余地は乏しい。な
お、滞納者の自主納付の推進又は滞納処分を行う事務事業であり、受益者負担の適
正化余地には関わりがない。

効果的な文書催告や納税交渉を行うことで自主納付に導くことができる一方で、納税
交渉後にも自主納付が見込めない滞納者や誓約した納税計画を計画どおり履行され
ないなど、納税に対する意思が見られない滞納者に対しては、滞納処分を実施するこ
とにより収納率向上が望める。なお、滞納処分は滞納者に与える影響が強く、その後
の自主納付に繋がるケースが多いため、滞納整理事務を推進し、収納率を向上させ
ることにより財源確保が望める。

達成された

28,105.48 円 30,307.58 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

若干増加している

107.84%
令和2年度

★★★★ ★★★★★
市税収納率（現年課税分）

文書催告件数

上位施策へ
の貢献度

117.16%
増加している

達成された
99.94%,

★★★★★

100.20%,
成果
指標

103.22%, 111.29%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
自主納付の見込めない滞納者や誓約した納税計画を計画どおり履行されないなど、納税に対する意思が見られない
場合については、滞納処分等を行う必要があることから評価は妥当である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

122.40%,
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

説   明

二次評価日 令和4年6月22日

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

加藤　利明

 改善のうえで継続

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

関連付け  有 　無 事 業 区 分
と
の
関
係

基
本
計
画

第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

執 行 方 法

市税納税者

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

市税を納期限内に納付する。

対象年齢

決算(千円)

まちづくり目標

施　 　策 直接事業費

令和1年度 令和2年度

賦課徴収費

第５節 持続可能な財政運営

(3)財源の確保

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 2051 01

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 地方税法、地方自治法、吉川市税条例ほか基

本

事

項

事務事業名 市市税税収収納納整整理理事事務務
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 加藤　利明

事 業 期 間

16,234

決算(千円)

0.97%

類 似 事 業

総務部 収納課 納税係

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

特定不可 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

徴収事業

款 項

目 細目

徴税費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連

1.02%

66

△ 436 15,473

0

15,768 17,184 16,234 16,748

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

増減額(千円)決算(千円)

納期限内の納付を周知し、納付された市税の消込作業によ
り、速やかな収納の確認と過誤納金の還付手続きを行う。
納期限内までに完納しない納税者に対しては、督促状により
納付を促す。

205101 市税収納整理事務

個別計画の位置付け 行財政改革大綱

22,495

2.56人 2.97人 2.97人 2.74人 △ 0.23人

194

主な業務プロセス

19,802

対　　象
（誰を、何を）

2,328 2,551

一部委託 収納データ管理及び督促状等の作成

20510103 消込処理

17,615

20,588

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

2.74人 2.74人

16,091 13,942 15,531 14,881

区分

19,802

△ 356

△ 1,129

3,074 2,965 2,718

38,732 41,839 43,542 40,710

939 15,466

計画(千円)

令和3年度

県  補  助  率

25,046 23,111 △ 1,712 23,215

2,523 2,627

0

2,549

2,840 2,625

24,823 23,137

当初(千円)

国  補  助  率

95,200

1.14% 0.97% 0.92%

479

1.07%

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

22,546

吉川市単独

20,58822,495 20,588 △ 1,906

2,625

27,555 24,567

43,455 41,228

421 375 △ 104 421

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

24,170 26,881 23,581

421

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明 　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

10,941,876 10,518,711
10,518,711 10,518,711

95,200 95,200
税目別市税納税者の合計

11,134,285

目標(見込)値

95,89794,484 95,173

5 6 6 6

対
象
指
標

①
市税納税者数

人
94,000 95,000

②
市税調定額

千円
11,001,965

現年度課税分市税調定額 11,253,271 11,312,088

0

△ 589

受益者負担率（⑩÷⑤）

413

13.0
13.0 13.0

督促状作成件数÷４税目の納期ごと納税者数 14.8 12.8 13.9
活

動

指

標

①
督促状作成率

%
15.0 15.0

②
過誤納付市税還付件数

件
3,800

355,000 355,000
納付された市税を消込処理した件数 355,266 357,105 367,134

③

3,800 3,800
3,800

10,999,410

3,800
3,771 3,607

98.6 98.8
98.8 98.8

現年課税分市税収納額÷現年課税分市税調定額 98.6 98.8 98.8

10,393,000
10,393,000 10,393,000

現年度課税分市税収納額 11,091,569 11,174,500

市税収納消込件数
件

355,000 355,000 355,000

過誤納付金として事務処理した件数

収納消込した市税収納額

98.6

10,787,000

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

市税・国民健康保険税収納率（現年課税分）
%

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

千円
10,848,000

3,716

自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 徴税費 / 賦課徴収費

納付方法別内訳の推移【普通徴収市県民税（県税分含む）・固定資産税・軽自動車税・国民健康保険税】


※スマートフォン納付は令和３年１月から開始し、同年４月に取扱事業者を追加した。

令和元年度 令和２年度 令和３年度

合計件数

合計金額

230,031件

7,408,092,254円

100.0%

100.0%

226,458件

7,460,743,816円

100.0%

100.0%

214,788件

7,256,641,303円

100.0%

100.0%

63,897件

68,227件

2,824,794,478円

77,316件

1,580,319,971円

5,348件

126,148,928円

29.7%

31.8%

39.0%

36.0%

21.8%

2.5%

1.7%

2,725,377,926円 37.5%

67,561件

2,787,873,407円

84,228件

78,242件

1,485,998,072円

-

-

36.6%

29.4%

37.6%

34.0%

20.1%

-

-

78,042件

67,632件

2,852,797,441円

80,654件

1,583,522,527円

130件

3,165,750円

34.4%

スマートフォン

件数

金額

件数

金額

3,134,220,775円 42.3% 3,021,258,098円 40.5%

29.9%

38.2%

35.5%

21.1%

0.2%

0.2%

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ

口座振替

窓口
件数

金額

件数

金額

加藤　利明

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

引き続き、新たな納付方法を研究していく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

101.33%, 114.67%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
納税者が納期限内に市税等を自主納付することができるよう納期限内納付を周知するとともに、市税等が納付され
た際は、確実かつ迅速な消込作業による収納確認と過誤納金の還付手続きを行い、納期限内に完納していない場
合は督促状の送付するなど、納付された市税等の管理業務であることから評価は妥当である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

93.08%,
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

令和2年度

① 督促状作成率

上位施策へ
の貢献度

94.64%
若干増加している

達成された
99.96%,

★★★★★

100.22%,
成果
指標

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干減少している

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★

若干増加している

107.47%
令和2年度

★★★★ ★★★★★
市税・国民健康保険税収納率（現年課税
分）

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

収納管理業務全般において電算システムが導入されており、事務効率化が図られている。また、新たな納付方法として、スマートフォン納付を導
入し、納税者の利便性を図ることができた。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

納付方法が多様化することで、市税等の消込作業が煩雑化している。 納付方法の多様化により、納税者の利便性が向上している。

納税者の利便性を図るとともに、収納率を向上させるため、市税等の納付方法にスマートフォン納付を導入した。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

変動率

収納業務に係るコストの大半は、収納管理業務全般の電算システムと人件費であり、
コスト改善の余地はない。なお、納税者から納付された市税等の管理または自主納
付の推進を行う事業であり、受益者負担適正化の余地は関わりがない。

新たな納付方法の導入などにより納税者にとって納付しやすい環境を整えることで収
納率の向上が見込めることから、成果向上の余地があると判断する。
督促状の送付などにより自主納付の促進を行うことで収納率の向上が見込めるた
め、上位施策への貢献度は高いものと判断する。

達成された

109.02 円 117.16 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/件

 あり　  なし

（減少目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

市税収納消込件数
104.04%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

徴収又は収納の事務は、市の自治事務であり、原則として私人へ委託することは禁じられているため妥当である。た
だし、委託が認められる業務も一部あることから、今後も継続して情報収集に努める。

事

業

評

価

納税者の利便性を図るため、引き続き新たな納付方法を研究していく。

令和4年6月22日

役割分担
（行政関与）

概ね達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

110.89 円

 あり　  なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

100.00%,

説   明

二次評価日

 妥当　 　要検討

 あり　  なし

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

★★★★★
②

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

関連付け  有 　無 事 業 区 分

戸籍住民基本台帳費

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 2031 01

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 戸籍法基

本

事

項

事務事業名 戸戸籍籍管管理理事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 日暮　康博

事 業 期 間

64

決算(千円)

9.83%

類 似 事 業

総務部 市民課 戸籍係

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

昭和22年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 74歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

戸籍管理事業

款 項

目 細目

戸籍住民基本台帳費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連

と
の
関
係

基
本
計
画

9.83%

執 行 方 法 一部委託 機器の保守業務委託

20310101 戸籍謄抄本の交付

17,785

28,628

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

△ 14 64

本籍人及び新戸籍届出人の身分公証

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

国籍及び親族法上の身分関係を正しく反映させることが必
要。また、証明書請求の可否が公正に行われ、必要とする証
明を的確に把握することで、証明発行が迅速かつ適切に行
われるようになる。

対象年齢

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

増減額(千円)

まちづくり目標

決算(千円)

・出生届、婚姻届等を審査受理し、それぞれの戸籍に正確に
記載する。
・戸籍管理のシステムを安全かつ円滑に稼働させ、請求に応
じて戸籍謄本等の証明書を交付する。

264

△ 381

0

375

個別計画の位置付け

27,872

4.18人 3.68人 3.68人 3.81人 0.13人

0

主な業務プロセス

17,785

32,332

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

65 76 64 62

43,213 42,266 41,889 42,641

264

3.81人 3.81人

10,880 14,393 14,017 14,012

区分

203101 戸籍管理事業

計画(千円)

県  補  助  率

27,872 28,628 756 28,628

0

27,872 28,628

当初(千円)

32,332

国  補  助  率

-

55,600

10.34% 11.22% 10.81%

4,372

11.00%

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

38,394

吉川市単独

28,62827,872 28,628 756

41,786 41,786

46,413 46,413

4,702 4,611 239 4,563

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

37,818 37,123 37,704

4,563

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明 　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

21,300 21,900
22,000 22,000

55,650 55,650
当市に本籍のある人の数

21,840

目標(見込)値

55,33254,275 54,891
対
象
指
標

①
吉川市本籍人口数

人
54,200 54,700

②
台帳管理数

件
21,300

本籍数 21,308 21,590

0

△ 114

受益者負担率（⑩÷⑤）

4,754

3,100
3,000 3,000

戸籍届出の処理数 3,274 3,028 3,091
活

動

指

標

①
戸籍台帳関係編製処理件数

件
3,000 3,000

②
戸籍謄抄本の交付件数

件
9,400

8 8
職場研修の実施回数 8 10 8

③

9,400 8,500
8,500

99

8,500
9,286 8,554 8,807

99
99 99

窓口アンケートにより「窓口対応を満足」と回答した数÷全回答者数 99 100

職場研修の実施
回

8 8 8

交付件数合計（本庁で交付した有料交付件数）

戸籍届出と住民異動届への対応満足度 99

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%
99

自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 戸籍住民基本台帳費 / 戸籍住民基本台帳費

１　届出事件件数 ２　戸籍証明書交付手数料

※市民課交付分のみ(コンビニ交付件数除く)

離婚 174 分籍 17 就籍 0

法77の2 68 国籍取得 0 訂正・更生 31

法73の2 1 相続人排除 0 名の変更 1

婚姻 605 入籍 166 転籍 541

45 33,750 合計 8,807 4,611,100

養子離縁 18 姻族関係終了 0 氏の変更 10 戸籍証明 46 16,100

養子縁組 62 復氏 0 外国国籍喪失 0 合計 3,091 除籍抄本

2,464 1,848,000 諸証明 70 21,000

国籍留保 3 死亡 694 国籍喪失

認知 7 失踪 1 国籍選択 3 不受理申出 23 除籍謄本

1 その他 2 戸籍抄本 808

件数 金額（円） 種別 件数 金額（円）

4,624 2,080,800 受理証明 331 122,150

363,600 身分証明書 419 125,700

出生 646 親権等 7 帰化 9 追完 1 戸籍謄本

種別 件数 種別 件数 種別 件数 種別 件数 種別

日暮　康博

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

二次評価日 令和4年6月22日

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

100.00%, 125.00%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
法定受託業務であり、各種戸籍関係証明の発行及び届出に関する処理を市が行うことは妥当である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%,
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

令和2年度

③ 職場研修の実施

上位施策へ
の貢献度

98.83%
減少している

達成された
99.60%,

★★★★★

100.61%,
成果
指標

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干減少している

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

若干増加している

105.75%
令和2年度

★★★★ ★★★★★
戸籍届出と住民異動届への対応満足度

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成10年に戸籍の電算化を実施し、事務処理時間の短縮を図った。東日本大震災の際、被災地の一部で戸籍データが正本・副本とも同時に滅
失した経験を踏まえ、平成25年9月、遠隔地にある法務局（データセンター）へ戸籍の副本をＬＧ－ＷＡＮで送信する「戸籍副本データシステム」を
稼働させた。平成29年7月3日より、戸籍関係証明について、コンビニ交付サービスを導入した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

戸籍事務は、戸籍法をはじめ様々な法律に基づき処理をしているため、
幅広い知識や経験が必要となる。また、戸籍は身分関係を公証するも
のであるため、正確かつ迅速な事務処理能力が求められる。

法務局の指導を仰いだり、戸籍住民基本台帳事務協議会が開催する
研修に参加することによって、知識理解を深めるとともに、迅速かつ正
確に事務を行うことで、市民の信頼感を得ることができる。

複雑化、国際化する戸籍届出に対応できるよう、引き続き職場研修等の実施に努める。
また、戸籍法等の改正（戸籍事務でのマイナンバー利用、戸籍証明書の広域交付など）に伴う戸籍総合システムの改修を施行までに完了させ、
併せて、広域交付開始に伴い戸籍証明書の申請件数が増加することが予想されるため事務処理について検討が必要になる。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

変動率

マイナンバーカードの普及からコンビニ交付が増加しており、今後は本籍地以外の市
区町村で戸籍謄抄本等の発行が可能になる予定であることや社会保障手続きで、マ
イナンバー制度を利用して戸籍謄抄本等の提出が不要となり、添付が省略できるよう
になることから、手数料収入は減少すると推測される。戸籍事務の手数料は条例で定
めるが、その金額については「地方公共団体の手数料の標準に関する政令」の基準
によらなければならないため、受益者負担適正化の余地はない。

本籍人の身分公証である戸籍謄抄本の交付は、請求に応じて行う受動的なものであ
り、成果向上の余地はないが、窓口における市民満足度の向上については、引き続
き取り組んでいく。また令和５年度より、戸籍謄抄本等の広域交付申請が可能になる
予定である。
市民の利便性の向上や行政サービスに対する市民満足度を高める上で貢献度は高
い。

達成された

13,198.70 円 13,958.24 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/件

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

戸籍台帳関係編製処理件数
84.59%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

戸籍に関する事務処理は、行政が担うべきものであり、役割分担は妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★★★★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

100.00%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

13,795.07 円

 あり　  なし

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

関連付け  有 　無 事 業 区 分

戸籍住民基本台帳費

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 2032 01

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 住民基本台帳法基

本

事

項

事務事業名 住住民民基基本本台台帳帳事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 日暮康博

事 業 期 間

決算(千円)

6.53%

類 似 事 業

総務部 市民課 市民係

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

昭和42年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 54歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

住民基本台帳事業

款 項

目 細目

戸籍住民基本台帳費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連

と
の
関
係

基
本
計
画

12,998

6.73%

45

- -

45

執 行 方 法 一部委託 機器の保守業務委託

20320101 住民票の写し等各種証明書の交付

7,973

61,465

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

全市民、届出人及び請求者

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

住民に関する事務処理の基礎とするとともに、住民の住所に
関する届出等の簡素化を図り、住民の利便性の向上が図ら
れる。

対象年齢

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

増減額(千円)

まちづくり目標

決算(千円)

住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録その他の住民に
関する事務処理の基礎とするとともに、住民の住所に関する
届出等の簡素化を図り、あわせて住民に関する記録の適正
な管理を図るため、住民に関する記録を正確かつ統一的に
行う。

△ 6,350 14,508 14,508

△ 8,771

△ 534

△ 14,327

個別計画の位置付け

68,999

7.25人 9.11人 9.11人 8.18人 △ 0.93人

2,512

主な業務プロセス

4,983

56,079

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

14,934

12,005 11,680 11,471

92,251 132,099 129,328 117,772

- - - -

17,457

37,91444,264

8.18人 8.18人

23,749 36,161 31,192 27,390

区分

203201　住民基本台帳事業

計画(千円)

県  補  助  率

86,456 78,910 △ 5,022 79,482

17,446 18,017

0

18,017

12,423 12,991

83,933 79,482

当初(千円)

56,079

国  補  助  率

73,514

5.85% 6.46% 6.42%

7,723

8.90%

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

71,024

吉川市単独

61,46568,999 61,465 △ 7,535

12,991

79,333 76,344

100,445 97,456

8,361 7,559 △ 164 6,559

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

80,067 93,308 72,254

27,568

6,559

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明 　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

73,756 74,372
年度末現在の吉川市の人口（日本人・外国人）

目標(見込)値

73,04373,014 73,217

19 45 91 45

対
象
指
標

①
基本台帳人口

人
74,484 74,771

②

0

△ 7,813

受益者負担率（⑩÷⑤）

8,210

12,000
12,000 12,000

住民異動（転入・転出・転居等）の処理件数（附票含む） 11,421 11,492 13,967
活

動

指

標

①
住民異動処理件数

件
11,000 11,000

②
住民票等証明書交付枚数

枚
29,000

43,000 -
カードの発行枚数 1,745 10,465 10,100

③

29,000 24,000
23,000

99

23,000
27,050 25,483 25,084

99
99 99

窓口アンケートにより「窓口対応を満足」と回答した数÷全回答数 99 100

マイナンバー（個人番号）カード発行枚数
枚

2,000 15,000 26,500

住民票等証明書交付枚数（コンビニ交付を除く）

戸籍届と住民異動への対応満足度 99

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%
99

自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 戸籍住民基本台帳費 / 戸籍住民基本台帳費

１　住民基本台帳人口（日本人住民＋外国人住民）

２　主な住民異動処理件数

３　附票処理件数 記載 削除 修正 合　計

1,092件 1,128件 2,594件 4,814件

転出 2,114件 出生（参考） 506件

世帯変更 266件 死亡（参考） 614件

異動内容 件数 異動内容 件数

転入 2,115件 職権記載 3,806件

転居 852件 合計 9,153件

R4.4.1現在 R3.4.1現在 増減 R2.4.1現在

住民基本台帳人口 73,043人 73,217人 174人減 73,014人

日暮　康博

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

二次評価日 令和4年6月22日

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

103.83%, 104.47%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
住民基本台帳法及び住民基本台帳法施行令に基づく事務であり、住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録、そ
の他住民に関する事務処理の基礎とするとともに、住民の居住に関する届出等の簡素化を図るものであることから、
妥当である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

116.39%,
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

令和2年度

① 住民異動処理件数

上位施策へ
の貢献度

73.36%
評価不可

達成された
99.60%,

★★★★★

100.61%,
成果
指標

種別

単位当たり
コスト

変動率 減少している

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

増加している
142.31%

令和2年度

★★★★ ★★★★★
戸籍届と住民異動への対応満足度

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

住民異動にはさまざまな制度が関連しており、市が担う住民基本台帳事務の内容は年々複雑化している。遺漏なく迅速に手続きを進めるために
他課関連業務や個人番号制度等に関する職員研修を実施し、職員の資質向上を図っている。また、市民の利便性を高めることを目的に住民票
等のコンビニ交付サービスを平成29年7月に開始した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

マイナンバーカードに関する業務の増加により、窓口業務が滞ることが
ある。

マイナンバー事務費補助金を活用した会計年度任用職員の採用。
コンビニ交付の促進。

行財政改革大綱に掲げる「窓口業務の外部委託の導入」との関連で、デジタル化による窓口業務の変化を見極めながら研究していく。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

変動率

社会保障・税番号制度によるマイナンバーカードの管理や交付などの窓口運営のた
め、会計年度任用職員の採用などが必要であり、総合的なコスト改善は難しい。ま
た、平成18年度に住民票等の証明書交付手数料を1件200円から300円に改定してお
り、すでに適正化を図っている。

　処理件数の増減は、主に外的要因（自然増減[出生・死亡]と社会増減[転入・転出]）
によるものであり、成果向上の余地はないが、案内係や住民異動届時などの職員対
応への市民満足度向上については、高い評価がもらえるよう引き続き取り組んでい
く。

達成された

8,077.32 円 11,494.84 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/件

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

住民異動処理件数

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

住民基本台帳法及び住民基本台法帳施行令に基づく事務であり、妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★★★★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

100.00%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

8,432.15 円

 あり　  なし

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

関連付け  有 　無 事 業 区 分

戸籍住民基本台帳費

第７節 地方分権の推進

(1)権限移譲の推進

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 2032 04

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 旅券法、吉川市旅券事務取扱要綱基

本

事

項

事務事業名 旅旅券券事事務務事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 日暮康博

事 業 期 間

2,359

決算(千円)

類 似 事 業

総務部 市民課 市民係

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

平成25年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 8歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

旅券事務事業

款 項

目 細目

戸籍住民基本台帳費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連

と
の
関
係

基
本
計
画

第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

1515

執 行 方 法 直営

20320701 旅券申請

43

1,803

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

40 2,359

旅券の申請者

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

これまで、旅券を申請及び交付するには埼玉県パスポートセ
ンター（春日部支所等）まで行かなければならなかったが、吉
川市役所で申請し、交付ができるようになり、市民の利便性
が向上する。

対象年齢

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

増減額(千円)

まちづくり目標

決算(千円)

旅券申請書の提出を受け、書類審査のうえ埼玉県パスポー
トセンターを経由し、作成されたパスポートの内容にエラーが
ないか確認した上で、申請者へ交付する。

0

△ 33

0

1,563

個別計画の位置付け

757

0.70人 0.10人 0.10人 0.24人 0.14人

549

主な業務プロセス

43

5,415

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

2,185 2,319 2,319 2,359

5,382

10,171 6,213 6,731 7,775

5,933

0.24人 0.24人

4,756 74 41 41

区分

203204旅券事務事業

計画(千円)

県  補  助  率

6,690 7,735 1,595 7,927

5,931 6,124

0

6,124

6,139 7,927

当初(千円)

5,415

国  補  助  率

- - - -

72,000

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

7,974

吉川市単独

1,803757 1,803 1,046

5,596 5,596

7,970 7,970

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

3,882 4,400 5,401

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

72,000 72,000
住民基本台帳人口（年度末、外国人を除く）

目標(見込)値

71,29271,293 71,465

12 12 12 15

対
象
指
標

①
住民基本台帳人口（外国人を除く）

人
72,000 72,000

②

3

1,520

受益者負担率（⑩÷⑤）

244
244 244

市役所で旅券申請の開設日数 237 243 242
活

動

指

標

①
旅券申請受付日数

日
244 244

②
旅券交付日数

日
295

③

295 295
295

241

295
291 294 293

1 1
1 1

旅券交付件数÷住民基本台帳人口（外国人を除く） 3 0 0

250
250 300

旅券を交付した件数 2,121 247

市役所で旅券交付の開設日数

旅券の交付件数 600

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

旅券の交付率
%

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

件
2,300

3

自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 戸籍住民基本台帳費 / 戸籍住民基本台帳費

旅券申請・交付件数及び開設日数

7.7件/日
開設日数 293日 294日 291日 293日

平成29年度

2,115件
8,7件/日

244日

2,100件
7.1件/日

295日

令和3年度 令和2年度 令和元年度 平成30年度

申請
件数 239件

1件/日
227件

0.9件/日

交付
件数 241件

0.8件/日
247件

0.8件/日
2,121件

7.3件/日
2,259件

2,069件
8.7件/日

2,265件
9.3件/日

開設日数 242日 243日 237日 244日

日暮　康博

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

二次評価日 令和4年6月22日

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

未達成 未達成

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
埼玉県からの権限移譲を受け、平成25年10月から旅券窓口を開設し、パスポートの申請・交付事務を開始した。これ
までは、県パスポートセンターまで出向かなければならなかったが、身近な市役所で対応できるようになり、市民の利
便性が向上することとなることから、妥当である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

未達成

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

令和2年度

② 旅券交付日数

上位施策へ
の貢献度

128.27%

92.22%, 41.17%,
成果
指標

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

概ね達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

増加している
524.54%

令和2年度

★★★★ ★★
旅券の交付件数

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

　受付時に効率的な対応ができるよう、申請書類等の配置を改善した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

コロナウイルス感染症予防対策により、海外旅行、修学旅行等が中止
になり、申請件数が減っている。

ワクチンの接種率向上。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

変動率

日曜日の旅券交付に勤務した時間を振替休暇で対応するなど、人件費の抑制に努
めている。また、旅券交付手数料については、受益者負担適正化に市は関与してい
ない。

旅券の交付は個人の申請に基づくものであり、その増減は社会的・経済的要因など
により左右されやすいため、市の取り組みによる成果向上の余地はない。ただし、パ
スポート申請・交付ができることを知らず、県パスポートセンターへ出向くことのないよ
う、広報などを通じて引き続きＰＲに取り組んでいく。

達成度が低い

4,795.29 円 25,153.26 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

成果指標を単位として換算 単位 ： 円/件

 あり　  なし

（ゼロ値目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

旅券の交付件数

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

埼玉県からの権限移譲を受けた事務であり、市民の利便性が向上することとなることから妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★★★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

96.40%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

成果向上の
余地

 あり　 　なし

32,263.22 円

 あり　  なし

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

100

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%

Ｃ

Ｄ

窓口対応満足度（東部市民サービスセンター）
%

99

100

31,230 25,445 23,768

99 99
99 99

窓口対応に関するアンケートに「満足」と回答があった割合 99.3 99.4 100.0

99
99 99

窓口対応に関するアンケートに「満足」と回答があった割合 98.7 99.7

職場研修実施回数
回

10 10 10

市民サービスセンター総取扱件数－各種証明交付数

窓口対応満足度（駅前市民サービスセンター）

26,500 25,500
22,200

99.7

22,200

19,500
18,800 18,800

戸籍関係、住民票関係、印鑑証明、税証明の交付数 21,714 19,346 19,092
活

動

指

標

①
各種証明交付数

件
25,000 19,500

②
各種証明交付以外の取扱件数

件
33,500

10 10
職場研修の実施回数 10 10 10

③

73,04373,014 73,217

12 14 15 15

対
象
指
標

①
全市民

人
74,484 74,771

②
本籍人口

人
54,200

吉川市に本籍がある者の数 54,275 54,891

1

△ 504

受益者負担率（⑩÷⑤）

6,836

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明 　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

54,700 55,600
55,650 55,650

73,756 74,372
住民基本台帳人口：日本人＋外国人

55,332

目標(見込)値

吉川市単独

48,99149,913 48,991 △ 921

6,495

57,012 57,012

62,243 62,243

6,130 5,941 △ 166 5,216

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

53,952 54,253 53,448

5,216

73,514

10.17% 10.15% 10.00%

6,107

11.65%

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

51,821

県  補  助  率

55,863 54,940 △ 364 55,129

5,948 6,138

0

6,138

4,635 6,495

55,303 55,129

当初(千円)

48,808

国  補  助  率

6.52人 6.52人

5,226 533 435 417

区分

203301 市民サービスセンター窓口業務事業

計画(千円)

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

5,390

4,237 4,100 4,048

58,669 60,073 60,398 59,404

5,950

まちづくり目標

決算(千円)

市民サービスセンターで各種申請・届出の受付、公金の収
納、各種証明書の交付を行う。

0

△ 117

△ 189

△ 669

個別計画の位置付け

49,913

6.31人 6.59人 6.59人 6.52人 △ 0.07人

558

主な業務プロセス

619

48,808

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

全市民

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

土・日・祝日に各種申請・届出や公金の納付、証明書の交付
を受けることができる。

対象年齢

住民基本台帳事業

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連 戦略１ 「住みよさ」推し

増減額(千円)

市まち･ひと･しごと
創生総合戦略との関連

と
の
関
係

基
本
計
画

8.38%

1515

執 行 方 法 一部委託 機器の保守業務委託

20330101 出生届出の受付

619

48,991

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

日暮　康博

事 業 期 間

決算(千円)

8.38%

類 似 事 業

総務部 市民課 駅前市民サービスセンター

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

平成4年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 29歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

市民サービスセンター事業

款 項

目 細目

戸籍住民基本台帳費総務費

市民サービスセンター費

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 2033 01

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 地方自治法基

本

事

項

事務事業名 市市民民ササーービビススセセンンタターー窓窓口口業業務務事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者

関連付け  有 　無 事 業 区 分 自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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総務費 / 戸籍住民基本台帳費 / 市民サービスセンター費

市民サービスセンター業務取扱状況

合計 12,311件 11,212件 202,652,794円 19,092件 245件

東部 1,267件 1,843件 31,663,112円 2,767件 160件

北部 590件 763件 10,446,271円 1,393件 29件

収納金額 各種証明交付件数 コピーサービス件数

駅前 10,454件 8,606件 160,543,411円 14,932件 56件

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★★★★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

100.71%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

813.28 円

 あり　  なし

これまでの
改革・改善内容

・職員の能力向上のため、定期的に職場研修を実施するとともに、業務マニュアルを作成し、随時、更新している。また、窓口業務に関する様々
な事例について、文書化して回覧する等により、市民サービスセンター間での情報共有を図っている。
・市民サービスセンターの取扱業務や今後の在り方について、「吉川市役所出張所見直し検討委員会」において調査・検討を行った。今後も継続
して検討を行うこととなっている。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

取扱業務が多岐にわたるとともに、制度改正等が頻繁に行われるた
め、職員には幅広い知識が求められる。取扱業務以外のことについて
も様々な問合せがあり、親切丁寧かつ臨機応変な対応も必要である。

マイナンバー制度やＩＣＴ利活用の普及等により、市民サービスセンターの取扱件数は減
少傾向である。今後、自治体ＤＸの推進により、さらに取扱件数が減少し、市民サービスセ
ンターに求められる機能は変化していくものと考えられることから、市民ニーズの変化に対
応した取扱業務の見直しや新たな機能の付加等、今後の在り方を考える必要がある。

・適切な窓口サービスの提供により、来所者の満足度向上が図られるよう、引き続き職場研修等の実施に努める。
・行政サービスに対する市民ニーズの変化に対応した、市民サービスセンターの在り方の検討を継続する。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

令和2年度

申請届出件数 収納件数

改

革

改

善

対象指標を単位として換算 単位 ： 円/人

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

全市民
96.29%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

戸籍や住民基本台帳に関する事務は、行政が担うべきものであり、役割分担は妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

変動率

・主なコストは人件費であり、必要最小限の人数の職員を配置して対応しているた
め、コスト改善の余地はほとんどない。
・平成18年4月に手数料条例を改正し、受益者負担（手数料）の適正化を図った。ま
た、吉川市使用料・手数料見直し検討委員会設置要綱に基づき、原則３年ごとに検討
を行っており、現状では適正化が図られている。

・職場研修の実施等による職員の能力向上や、関係部署との連携により、正確かつ
迅速な事務処理と丁寧な接遇が可能となり、行政サービスに対する来所者の満足度
向上が図られることから、成果向上の余地はある。
・市民の利便性の向上や行政サービスに対する市民満足度を高める上での貢献度
は高い。

達成された

803.53 円 820.48 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

種別

単位当たり
コスト

変動率 ほぼ変動していない

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

若干増加している

102.11%
令和2年度

★★★★ ★★★★★
窓口対応満足度（駅前市民サービスセン
ター）

③ 職場研修実施回数

上位施策へ
の貢献度

99.12%
若干減少している

達成された
98.70%,

★★★★★

100.74%,
成果
指標

100.00%, 100.00%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
・対象や手段は法令等で定められており、妥当である。
・土・日・祝日に申請・届出や公金の納付、証明書の交付を受けることができ、より身近な施設での手続きも可能にな
ることから、市民の利便性の向上につながり、意図は妥当である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%,
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

効率化
二
次
評
価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

手数料等金額

4,650,910円

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

説   明

二次評価日 令和4年6月22日

日暮　康博

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

853,100円

437,240円

5,941,250円

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

Copyright ©2021 Yoshikawa City office. All Rights Reserved

― 108 ― ― 109 ―


